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概要書 
 
 本論文では、現代日本企業の抱える人事上の課題の解消に貢献することを目的として、
議論を進めてきた。なぜ、人事制度について論じたかと言えば、企業の有する経営資源の
うち企業にとって最重要となる資源はヒトであり、その管理はトップ・マネジメントにと
って大きな関心事であると考えたためである。そこで、次に現代日本企業はどのような点
に人事上の課題を感じているかを探るため、人事関係の各種アンケート調査のレビューを
行った。その結果、「次世代幹部候補の育成」、「優秀な人材の確保・定着」、「従業員の能力
開発・キャリア開発支援」、「賃金制度（評価制度も含む）の改定」、「従業員のモチベーシ
ョン向上」の 5 つが企業において課題であると認識されており、本論文ではこれらを「従
業員の質の確保」と「報酬制度の改定」の二つに区分けした。そして、本論文では現代日
本企業の人事上の課題が、この二つであると認識するとともに、このうち、「報酬制度の改
定」を本論文の議論の対象として設定した。また、アンケート調査からは日本企業の人事
制度への現状の取り組みを見ることが出来た。特に、広く浸透した成果主義的な賃金・処
遇が今後さらに進展していくであろうという方向性が見られた。そこで、本論文において
は、「報酬制度の改定」、特にあるべき成果主義的報酬制度を模索することで、現代日本企
業の抱える人事上の課題の解消に貢献することを目的とした。 
 そこで、まず報酬制度と成果主義の概要について先行研究からいわれていることをレビ
ューした。その際に報酬制度とは、単に金銭的報酬である賃金制度のみを扱えばよいので
はなく、昇進などの処遇制度や報酬のベースとなる評価制度などの非金銭的な報酬につい
ても考える必要があるということを確認した。また、報酬制度についてはモチベーション
を引き出すインセンティブシステムとしての特性が備わっていることについても触れた。
そして、成果主義については、先行研究より、活動の成果を評価し、期間を置かずに賃金
や処遇といった報酬に反映させるもので、その評価は客観的かつ透明度の高いものである
必要があると考えた。また、その導入においてはモチベーションの向上に資することを期
待されてはいるが、様々な問題点を指摘されているため、その指摘に当たらないような制
度作りをすべきであると考えた。 
 次に、成果主義を導入した企業の事例、その中でも失敗した企業と導入後に後退させた
企業を見ることにした。なお、それぞれ富士通と丸紅の事例を紹介した。富士通は失敗例
として挙げたわけだが、そのわけは、「従業員の相対評価」、「裁量労働制」、「降格制度の不
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備」を原因とした従業員のモチベーションの減退があったためである。また、丸紅は成果
主義を導入した後にその成分を薄めた事例として紹介した。丸紅は 2000 年に成果主義人
事制度を導入してから、自らの置かれた状況に即して柔軟に制度の変更を行ってきており、
2011 年の人事改革では、成果主義と結びつきの強い役割・職務制度を止め能力を基準とし
た処遇制度へ戻した。 
 そして、このような両者の事例をもとに現代日本企業が抱える課題である「報酬制度の
改定」、つまり「賃金制度（評価制度も含む）の改定」、「従業員のモチベーション向上」の
解消に資する注意すべき点を提示した。まず、両者の共通点である導入時期に着目し、そ
の明暗について分析した。すなわち、両者はどちらも業績悪化時に成果主義を導入してい
るが、富士通は業績の改善は果たせなかったものの、丸紅は危機から脱することが出来た。
この点について、丸紅の柔軟性とトップマネジメントによる明確なビジョンの提示こそが
人事制度変更時に重要な要素であると指摘した。次に、富士通の事例を批判的に検証する
ことで、成果主義、さらには報酬制度に期待される「モチベーションの向上」に資する制
度を作る際に注意しなければならない点を述べた。まず、「相対評価」をなくすことは現実
的に難しいと考えられることから、評価する際のシステム作りに着目し、従業員の直属の
上司である評価者が評価者会議に出席し、被評価者に評価のフィードバックの行える透明
度の高い制度の構築が必要であると論じた。次に、「裁量労働制」によって生じるモチベー
ションの低下に関しては、従来の「時間外給付」の制度を併用する中途半端な改革が問題
であったと考え、「時間外給付」を廃止すべきであると考えた。最後に、「降格制度の欠陥」
であるが、終業員のモチベーションを上下する制度であるにもかかわらず、依然として導
入していない企業が多数である。そのため、今後の人事制度の改善策のひとつとして、降
格制度を企業に入れるべきであると考えた。 
 以上のように、最終的には事例をもとに、現代日本企業の人事制度の問題点の解消方法
について、「報酬制度の改定」とくに成果主義の観点からいくつかのポイントを示すことが
出来たように思う。ただし、本論文では、課題のうち、「従業員の質の確保」について論じ
ることが出来なかったがため、この点については、今後の研究対象としたい。  
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第 1 章 はじめに 
本論文は、現代の日本企業の人事制度について、どのような課題が存在するのか、また
その課題をどのように解消できるのかを考察することで、日本企業の人事制度の改善に寄
与することを目的としている。まず、この章ではなぜ人事制度の改善に寄与する必要性が
あるのについて説明する。 
企業の有する経営資源として一般に広くいわれるのは「ヒト・モノ・カネ・情報」の 4
つである。そして、このうち企業にとって最重要となる資源はヒトといってよいであろう。
なぜなら、営利組織である以上、企業は利益獲得を目指すことになり、その収益の源泉と
なるのは企業に属する従業員の経験や知恵といった人的資産（＝ヒト）であると考えられ
るためである。また、他の 3 つの経営資源を運用するのが、ヒトであることからも資源と
してのヒトの重要性の高さは理解できるであろう。しかし同時に、ヒトはコストの発生要
因でもあるという性質を持っている。しかもこのコストは、特に国内において、社会的あ
るいは法的に削減することが容易ではない。このように企業の収益獲得において欠かせな
いものの、そのコストの管理が困難であるヒトの管理、すなわち人事管理はトップ・マネ
ジメントにとって大きな関心事であるといえる。 
もちろん人事管理制度を完璧に整備しただけでは企業は収益を獲得し、価値を高めるこ
とはできない。収益拡大には何よりも企業の置かれた事業環境に対応した戦略が欠かせな
い（中村（2006））。企業戦略と比べて、人事制度は企業の短期的な業績向上には必要不可
欠なものとは言えない。しかしながら、現代の日本企業は短期的な収益の獲得だけを志向
すればよいわけではない。そして、中村（2006）の言うように「短期的な」業績ではなく、
「中長期的な」成長を実現するためには、戦略と業績管理に加え、人事管理の整備は欠か
すことができない経営管理手法なのである。 
では、人事管理とはどのような経営管理手法なのだろうか。佐藤他（2011）によれば、
人事管理1の領域は大きく 3 つの分野に分けることができる。それは「雇用管理・報酬管理・
労使関係管理」の 3 分野であり、それぞれについて以下のような説明がなされており、全
体像の把握が出来るため、引用する。 
 
「雇用管理は、企業が必要とする労働サービスの確保に関わるもので、一
                                                   
1本論文では、人的資源管理・人材マネジメント・人事労務管理などの用語は互換性のある
語として扱う。 
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定の人的資源を備えた労働者の採用（採用管理）、人的資源の開発（能力開
発）、仕事に求められる労働サービスを提供可能な人的資源を有した労働者
の職場の仕事への配慮（労働者の配置や異動）、労働サービスの量と提供時
期を規定する労働時間の管理、企業の労働サービス需要の変動（主として減
尐）に対応した労働サービスの供給量の調整（雇用調整）、さらには定年制
などの退職管理などからなる。 
報酬管理は、賃金などの報酬システムの開発、労働者の保有する人的資源
や提供された労働サービスの評価（人事考課）、労働者への役職ポストの配
分（昇進管理）、さらには支払い能力に応じた総額人件費の管理（総人件費
管理）や個々の労働者への賃金の配分（個別賃金の決定）、福利厚生など付
加給付の管理などからなる。 
労使関係管理は、職場環境や仕事や報酬に関する労働者の要望や不満を吸
い上げ、労働サービスの提供が円滑に行われるように環境条件を整備するも
のである。個々の労働者の要望や不満の調整や解消が個別的労使関係の管理
であり、労働者が自主的に組織した団体である労働組合を通した要望や不満
の調整や解消が集団的労使関係の管理となる。雇用契約など雇用管理や賃金
などで報酬管理の個別化（個別契約化）が進展すると、労使関係の中でも個
別的労使関係の比重が高くなる。」 (佐藤, (2011), pp. 9-10) 
 
以下では、このような性格を持った人事管理制度の現状を把握し、そこに潜む課題を明
らかにするために、本論文がどのように構成されているかを紹介する。まず、第 2 章にお
いて、現代の日本企業における人事制度の現状と課題について、人事労務系の専門機関に
よる各種アンケート・調査を参考にまとめる。次に、第 3 章では、人事制度において最も
重要だと考える報酬制度について、より詳細に論じる。そして、第 4 章から第 6 章では日
本企業に浸透している成果主義的賃金制度の効果的な運用方法について、実際に成果主義
を導入した企業のケースをまとめる。その際、成果主義の導入に失敗したといわれる企業・
成果主義を導入後後退させた企業をピックアップし、それぞれの失敗（あるいは後退）に
至った要因について分析し、その相違点あるいは共通点を導出する。最後に第 7 章におい
て、以上の分析をもとに、企業の人事管理の課題の改善について提案する。  
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第 2 章 現代の日本企業が抱える人事制度 
この章では、人事労務系の専門機関による各種アンケート・調査より、現代の日本企業
が感じている人事制度上の課題及び実施している人事施策について考察していく。本章で
は、4 つのアンケート調査を見ていくが、いずれも実施時期が 1～2 年であるため、より最
新の動向を把握できると考え、これらの調査を参考にしている。 
 
第 1 節 日本生産性本部（2012）「『人事部門が抱える課題とその取り組み』に
関するアンケート調査」2 
第 1 項 本調査を取り上げる目的 
 まず、なぜ本調査をここで取り上げるのかについて、説明しておこう。その目的は「日
本企業の抱える人事上の課題」を見付け出すことにある。次項以降で詳しく見るが、本調
査では日本企業の人事部に対して、人事上の施策における課題についてのアンケート調査
を行っている。そのため、本調査を参照することにより、本論文の対象である「日本企業
の抱える人事上の課題」が分かり、研究課題を設定することが可能であると考えている。
また、実施時期が 2012 年であることから、より現状における課題が把握できると考えて
いる。 
 
第 2 項 直面している人事課題と解決策 
 まず、現在直面している人事課題（複数回答可）については、最多の「次世代幹部候補
の育成」（38.9％）の他、｢優秀な人材の確保・定着｣（36.2%）、「従業員の能力開発・キャ
リア開発支援」（32.4％）、「賃金制度（評価制度も含む）の改訂」（30.3％）、「従業員のモ
チベーション向上」（25.9%）が上位 5 項目となっている。 
 さらに、最も重要な人事課題（一つのみ回答）については、「次世代幹部候補の育成」
（17.3%）が最多であり、以下、｢優秀な人材の確保・定着｣(14.6%）、「賃金制度（評価制
                                                   
2本調査の実施概要は以下のようである。（日本生産性本部（2012）p.1） 
「調査名：2012 年度『人事部門が抱える課題とその取り組み』に関するアンケート調査、
実施時期：2012 年 7 月、実施方法：アンケート調査票郵送方式、調査項目：1．直面して
いる人事課題と解決策 2．人材力強化に対する問題意識と具体策、調査対象：『生産性新
聞』を購読している企業の人事部門長、回答企業数：185 （業種別：製造業（70 企業、
37.8％）、非製造業（109 企業、58.9%）、 無回答（6 企業、3.2%））（正規従業員：300 人
未満（66 企業、35.7%）、 300 ～ 1000 人未満(53 企業、28.6%）、1000 人以上（64 企
業、34.6％）、無回答（2 企業、1.1％）)」 
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度も含む）の改訂」（11.9%）、「従業員のモチベーション向上」（10.8％）、「従業員の能力
開発・キャリア開発支援」（10.3％）と続いている。 
 
表 1 直面している人事課題 
 現在直面している人事課題 最も重要な人事課題 
1 位 「次世代幹部候補の育成」 
（38.9％） 
「次世代幹部候補の育成」 
（17.3%） 
2 位 ｢優秀な人材の確保・定着｣ 
（36.2%） 
｢優秀な人材の確保・定着｣ 
(14.6%） 
3 位 「従業員の能力開発・キャリア開発支援」 
（32.4％） 
「賃金制度（評価制度も含む）の改訂」 
（11.9%） 
4 位 「賃金制度（評価制度も含む）の改訂」 
（30.3％） 
「従業員のモチベーション向上」 
（10.8％） 
5 位 「従業員のモチベーション向上」 
（25.9%） 
従業員の能力開発・キャリア開発支援」 
（10.3％） 
出所：出所：日本生産性本部（2012）ｐ.2-3 を参考に筆者作成 
 
 2009 年から 2012 年の４年間の調査結果を表 2 にあげる。表 2 によれば、人事管理上の
最重要課題として「次世代幹部候補の育成」が４年連続でトップとなっており、普遍的な
テーマであると言えそうである。また、「賃金制度（評価制度も含む）の改訂」は 6 位か
ら 3 位へ、「従業員のモチベーション向上」は 7 位から４位へと、それぞれ浮上しており、
注目が強くなっていることが伺える。なお、「従業員のモチベーション向上」が 5 位以内
に入ったのは今回が初めてだという。 
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表 2 最重要課題・上位５項目の経年変化 
 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 
1 位 次世代幹部候補の
育成（15.9％） 
次世代幹部候補の育
成（21.7％） 
次世代幹部候補の
育成（18.0%） 
次世代幹部候補の
育成（17.3％） 
2 位 従業員の能力開
発・キャリア開発
支援（14.3％） 
従業員の能力開発・
キャ リア開発支 援 
（15.1％） 
グローバル人材の
登用・育成  
（17.5%） 
優秀な人材の確
保・定着 
（14.6%） 
3 位 優秀な人材の確
保・定着（13.2％） 
優秀な人材の確保・
定着（11.8%） 
優秀な人材の確
保・ 定着（13.6％） 
賃金制度の改訂
（11.9％） 
4 位 組織風土の変革
（10.4％） 
賃金制度の改訂、グ
ロー バル人材の 登 
用・ 育成（とも に 
9.4％） 
組織風土の変革 
（12.6％） 
従業員のモチベー
ション向上 
（10.8％） 
5 位 賃金制度の改訂
（9.9％） 
 従業員の能力開
発・ キャリア開発
支援  11.2％） 
従業員の能力開
発・キャリア開発
支援（10.3％） 
出所：日本生産性本部（2012）ｐ.4 を参考に筆者作成 
 
 最も重要な人事課題を業種別に分析してみると（表 3 参照）、『製造業』では、「次世代
幹部候補の育成」（25.7%）、「賃金制度（評価制度も含む）の改訂」（14.3％）、「グローバ
ル人材の登用・育成」（12.9%）、「従業員のモチベーション向上」（11.4%）、「組織風土の変
革」（10.0％）の順になっているのに対し、『非製造業』では、「優秀な人材の確保・定着」
（19.3%）、「従業員の能力開発・キャリア開発支援」（13.8％）、「次世代幹部候補の育成」
（12.8％）、「賃金制度（評価制度も含む）の改訂」（10.1％）、「従業員のモチベーション向
上」（9.2％）の順となっている。  
 
  
10 
 
表 3 業種別比較 
 製造業 非製造業 
1 位 「次世代幹部候補の育成」（25.7%） 「優秀な人材の確保・定着」（19.3%） 
2 位 「賃金制度（評価制度も含む）の改訂」
（14.3％） 
「従業員の能力開発・キャリア開発支援」
（13.8％） 
3 位 「グローバル人材の登用・育成」
（12.9%） 
「次世代幹部候補の育成」（12.8％） 
4 位 「従業員のモチベーション向上」
（11.4%） 
「賃金制度（評価制度も含む）の改訂」
（10.1％） 
5 位 「組織風土の変革」（10.0％） 「従業員のモチベーション向上」（9.2％） 
出所：日本生産性本部（2012）ｐ.5 を参考に筆者作成 
 
 一方、正規従業員の規模別に見てみると（表 4 参照）、『300 人未満』では、「優秀な人材
の確保・定着」（33.3％）が最も多く、以下「従業員の能力開発・キャリア開発支援」（13.6％）、
「賃金制度（評価制度も含む）の改訂」「次世代幹部候補の育成」（ともに 10.6 ％）と続
いている。『300~1000 人未満』では、「次世代幹部候補の育成」（24.5％）、「従業員のモチ
ベーション向上」「組織風土の変革」（15.1％）の順となっている。『1000 人以上』では、
「次世代幹部候補の育成」（18.8 ％）、「グローバル人材の登用・育成」（17.2％）、「賃金制
度（評価制度も含む）の改訂」（14.1％）と続いている。 
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表 4 従業員規模別比較 
 300 人未満 300~1000 人 1000 人以上 
1 位 「優秀な人材の確保・定
着」（33.3％） 
「次世代幹部候補の育
成」（24.5％） 
「次世代幹部候補の育成」
（18.8 ％） 
2 位 「従業員の能力開発・キ
ャ リ ア 開 発 支 援 」
（13.6％） 
「従業員のモチベーシ
ョン向上」「組織風土の
変革」（15.1％） 
「グローバル人材の登用・育
成」（17.2％） 
3 位 「賃金制度（評価制度も
含む）の改訂」「次世代
幹 部 候 補 の 育 成 」
（10.6 ％） 
 「賃金制度（評価制度も含む）
の改訂」（14.1％） 
4 位  「賃金制度（評価制度も
含む）の改訂」（9.4％） 
「従業員のモチベーション向
上」「従業員の能力開発・キャ
リア開発支援」（9.4％） 
5 位 「従業員のモチベーシ
ョン向上」（7.6％） 
「従業員の能力開発・キ
ャ リ ア 開 発 支 援 」
（7.5％） 
 
出所：日本生産性本部（2012）ｐ.5 を参考に筆者作成 
 
第 3 項 本調査から読み取れること 
 本調査によれば、企業において課題として感じられている項目はいくつかのものに限定
されている。すなわち、「次世代幹部候補の育成」、「優秀な人材の確保・定着」、「従業員の
能力開発・キャリア開発支援」、「賃金制度（評価制度も含む）の改定」、「従業員のモチベ
ーション向上」の５つである。これらは現状で最も意識されている項目であると同時に、
ここ数年の動向や業種別、規模別を見た場合においても、概ね注目されている項目であり、
そのため、これらが現代の日本企業の人事上の課題なのであると言えよう。 
 ここで、これらを「従業員の質の確保」と「報酬制度の改定」に大まかにまとめること
にしようと思う。まず、前者は「次世代幹部候補の育成」と「優秀な人材の確保・定着」、
「従業員の能力開発・キャリア開発支援」の 3 つをまとめたもので、いずれも従業員全体
の能力を高めるための施策であると考えられるため、一括りにした。次に、後者は「賃金
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制度（評価制度も含む）の改定」と「従業員のモチベーション向上」をまとめたものであ
る。この点、「従業員のモチベーション向上」は従業員に対する報酬、つまり、賃金や処遇
などにより向上する側面もあると考えたため、賃金制度と一括りにして考えることにした3。
なお、報酬制度については第 3 章でより詳細に検討する。 
 以降では、「従業員の質の確保」と「報酬制度の改定」に関するアンケート調査について
分析を加えていくことにする。 
 
第 2 節 日本経済団体連合会（2012）「人事・労務に関するトップ・マネジメ
ント調査」4 
 
第 1 項 本調査を取り上げる目的 
 本調査を取り上げたのは、第 1 節で確認した日本企業における人事上の課題、すなわち
「従業員の質の確保」と「報酬制度の改定」について、関係するだろう調査がなされてい
ると考えたためである。 
 本項では１．労使交渉・協議等について、２．経営強化に向けた人材の活用促進につい
て、３．ワーク・ライフ・バランス施策等について、４．高齢従業員の雇用確保について、
の４つのセクションについて報告された調査結果を分析していく。 
 
第 2 項 労使交渉・協議等について 
 本調査によれば、74.3％の企業で労使交渉において雇用の維持・安定に関する議論がな
されず、この水準は 2009 年を境に年々上昇している（p.4）。これは、2008 年のリーマン・
ショック不況の影響による経営環境の悪化を受けて高まった、労働組合側の雇用に対する
                                                   
3 モチベーションの向上については、仕事のやりがい等の要因も考えられるが、本論文で
は、後述するように報酬制度について焦点を当てて論ずるため、報酬によるモチベーショ
ンの向上についてのみ考慮して進めることにする。 
4日本経済団体連合会（以下、経団連）は、政策立案の際の資料としての活用を目的として、
経団連会員企業および東京経営者協会会員企業（計 1,889 社）の労務担当役員以上を対象
に人事労務分野に関する調査を 1969 年から毎年実施しており、最新の結果として日本経
済団体連合会（2012）「人事・労務に関するトップ・マネジメント調査」を発表している。
回答状況としては、有効回答社数 578 社（回答率 30.6%）であり、その内訳は産業別では
製造業 269 社（46.5%）、非製造業 285 社（49.3%）、無回答 24 社(4.2%）となっており、
規模別では従業員 500 人以上 439 社（76.0%）、500 人未満 128 社（22.1%）、無回答 11
社(1.9%)となっている。 
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要求が年々落ち着き、経営者側に同調する傾向が出てきていると言える。このことは協議
の場において、56.9％の企業で賃金改善の要求がなかったことにも影響を与えているので
はないかと考えられる（p.2）。このような傾向の中で出された賃金改善の要求は根強いも
のであり、企業にとっても大きな課題であると言えよう。 
 この要求の中で最も大きな項目は、82.8％の企業が要求された「基本給の定期昇給（賃金
体系の維持を含む）」であった（p.2）。要求の有無に限らず、定期昇給5の制度を持つ企業
は 76.9%あるが、「従業員が創出する付加価値と賃金水準との整合性を図るために必要と
考える対応」（p.5）については、58.0％の「年功的な昇給割合を減らし、貢献や能力を評
価する査定昇給の割合を増やす」を筆頭に、年功的な昇給の規模を縮小させる対応を考え
ている傾向があるようである。この労使間における考えのギャップは人事管理上の課題の
一つである。 
 また、「法定福利費6の増加（厚生年金保険料や健康保険料などの引き上げ）の負担感」
（p.6）について、91.5％7の企業が重いと感じ、そのうち 46.6%が人件費の調整を検討し
ている（p.6）。このように、人件費の抑制も常に企業が考えねばならない課題である。こ
のことは「労使交渉の有無にかかわらず過去 1 年間で、雇用の維持・安定に向けて実施し
た取り組み」において「時間外労働の削減・抑制」70.1％、「管理職賃金・賞与の減額」
24.3％、「役員報酬の減額」24.1％、「一般社員の賃金・賞与の減額」17.8％と、人件費に
関連するものが多いことからも指摘できる8（p.4）。 
  
第 3 項 経営強化に向けた人材の活用促進について 
 「経営環境の変化等を踏まえ、近年、特に重視している中核人材」（p.8）として、61.3％
                                                   
5 「この調査で、定期昇給とは、査定による個人差があったとしても、毎年、誰もが自動
的に昇給する仕組みの総称を指すものとする。具体的には、年齢・勤続によって自動的に
昇給する場合や、職務遂行能力の向上・習熟で昇給する賃金（職能給）のうち、年功運用
によって毎年、概ね誰もが昇給する場合も定期昇給に含む。」（日本経済団体連合会（2012）
p.5） 
6 「法定福利は、社会保険など産業社会を維持していくために必要な費用の負担を企業に
求めるものである。法律に基づいて企業が費用を負担する法定福利は、企業が日本社会で
活動していくために分担しなければならない税金のようなものである。」（佐藤他（2011）
p.220） 
7 「非常に重い」30.9％+「やや重い」60.6％（日本経済団体連合会（2012）p.6）。 
8 「時間外労働の削減・抑制」については、労使交渉の結果、議論・実施した割合の最も
高い「ワーク・ライフ・バランスに関連する施策の拡充」の影響も考えられる（日本経済
団体連合会（2012）p.3「図表 3」）。 
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もの多くの企業が「新たな課題にチャレンジできる人材」を挙げており、そのような人材
を育成するために近年実施している施策には、優秀な従業員の早期選抜（49.2％）や、海
外派遣の経験（46.2％）などが多くなっている（p.8）。 
 また、本調査からは、経営者層の考えを伝えること9、従業員との双方向のコミュニケー
ション10、また非金銭的な報酬制度である表彰制度の利用によって従業員全体のモチベー
ション向上を図っていることが分かる（p.10）。 
  
第 4 項 ワーク・ライフ・バランス施策等について 
 ワーク・ライフ・バランスを「経営戦略の一環」として推進している企業は 76.4％に上
り、その注目の高さを感じさせる（p.12）。そのため、現状において多くのワーク・ライフ・
バランス施策が実施されているが、今後さらに導入が検討されている項目としては、「仕事
の進め方の見直し・効率化の推進」26.7％や、「復帰支援・能力開発支援の充実」25.1％・
「社員の自己啓発（能力開発）支援策の実施」17.5％といった能力開発支援の関連項目が
挙げられる（p.12）。 
 ただし、ワーク・ライフ・バランスを進めていく上で課題として考えられているのは、
施策利用者以外の負担が大きいこと（48.9％）や代替要員の確保の困難性（40.3％）など
から、休業者が出ることへの対応が大きな課題として考えられているようである。また、
施策に対する職場理解の不足（36.7％）や、賃金・評価といった処遇に関する公正性確保
の困難性（15.5％）。といった課題も見られることから、ワーク・ライフ・バランスの環境
整備（30.9％）を推し進める必要があろう（p.13）。 
 
第 5 項 高齢従業員の雇用確保について 
 「高年齢者雇用安定法の改正にともない必要となる対応」について質問では、高齢従業
員に対する処遇の再評価が考えられていること11や、「若手とペアを組んで仕事をさせ、後
                                                   
9 例えば、「経営トップ層による従業員に向けたメッセージの発信および傾聴の場の設置」
56.2％、「企業理念の浸透を通じた求心力の強化」33.4％等が挙げられる。 
10 例えば、「評価結果や処遇に関する丁寧な説明の実施」51.5％、「面談等を通じた従業員
の価値観やキャリアプランに関するヒアリング」50.1％、「従業員調査を通じた仕事に対す
る満足度・不満足度の適切な把握」29.6％等が挙げられる。 
11 例えば、「高齢従業員の貢献度を定期的に評価し、処遇へ反映する」44.2％、「高齢従業
員の処遇（賃金など）を引き下げる」30.0％、「60 歳到達前の従業員の処遇を引き下げる」
13.3％等が挙げられる。 
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進の育成・技能伝承の機会を設ける」25.8％のように、人材育成の面で活用しよう姿勢が
見られた（p.14）。 
  
第 6 項 本調査から読み取れること 
 まず、この調査においても賃金に関連した課題が生じていることが分かった。すなわち、
労使交渉の場で、労働組合側は定期昇給を要求するが、受ける企業は定期的な昇給の割合
を減らしたいと考えており、定期昇給に対する労使間のギャップが存在し、賃金関連の課
題が生じていることが伺われた。 
 また、人材活用としては優秀な人材の選抜や海外経験を積ませることによって人材の質
を高めようとしている傾向が見て取れた。さらに同じく人材活用の面では、従業員のモチ
ベーションを挙げるための具体的な施策も把握できた。 
 ワーク・ライフ・バランスが多くの企業で経営戦略の一環として進められているが、そ
の施策の中では、人材の質を高めるものが挙げられており、人材の質を高めることへの意
識の高さが伺える。同時にワーク・ライフ・バランス促進の課題として、処遇の公平性が
挙げられていることから、人材の質を高めるために処遇面で出来ることを模索する必要性
もあるのではないかと考える。 
 最後に、高齢従業員については、その処遇の再評価が必要であると同時に、若手の育成
にも活用できる可能性が見出されただろう。 
 
 
第 3 節 日本生産性本部（2013）「第 13 回 日本的雇用・人事の変容に関する
調査」12 
 
第 1 項 本調査を取り上げる目的 
 本調査では、人事上の課題のうち、主に賃金や処遇といった報酬関連の調査がなされて
おり、その点についての現在の日本企業の動向を把握するために、本調査を参照すること
                                                   
12実施概要は以下のとおりである。（日本生産性本部（2013）p.26） 
「調査名：『第 13 回 日本的雇用・人事の変容に関する調査（旧、日本的人事制度の変容
に関する調査）』、実施時期：2012 年 10 月下旬～2012 年 11 月中旬、実施方法：アンケー
ト調査票郵送方式、調査対象：全上場企業 2142 社の人事労務担当者、回答企業：154 社
（回収率 7.2％）」 
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にした。 
 
第 2 項 定昇13など賃金制度の動向 
 「年齢・勤続年数に応じた定昇のある右肩上がりの賃金カーブとなっているか？」（p.2）
という質問に「定期昇給がある」と答えた企業は全体の 55.2％（＝「定年まで定期昇給が
ある」16.9％+「一定年齢までは定期昇給がある」38.3％）あり、依然として根強い年功的
賃金の採用傾向が見られると言ってもよい。しかし、定昇のある企業のうち 7 割弱におい
て、定昇の適用は一定年齢までとなっており、また、「今後の定昇の取り扱いはどのように
したいですか？（p.314）」という質問に、現状維持と答えた企業が 42.4％であるのに対し
て、規模縮小（47.1％）や廃止（3.5％）と答えた企業は 50.6％と過半数を占めているこ
とから、年功的賃金は今後さらに限定的なものになると考えられる。一方、現在「特に年
齢や勤続年数に応じた定期昇給はない」企業は全体で 39.6％と、4 割近くあり、このこと
からも、年功的賃金が減尐しているという示唆が得られるだろう。 
 管理職層及び非管理職層に対する「現行および今後の処遇制度の考え方」（p.4）をまと
めると、表 5 のようになる15。管理職層において年功主義はほぼ採用されておらず、企業
が今後さらにこの傾向を進めていこうとしていることがわかる。また、非管理職層では現
在 3 割弱の企業が年功主義を適用しているものの、今後も年功主義を取り続けようと考え
ている企業は 7.8％しか存在していない。これらのことから、年功主義は管理職・非管理
職を問わず、今後減尐していくであろうことが分かる。 
 では、年功主義をやめた後、能力主義と成果主義のどちらに移行しようとしているのだ
ろうか。これは、管理職層と非管理職層で異なってくる。表 5 を見ると、まず、管理職層
では成果主義を重視する傾向が一層強まりそうであり、現状では同程度の企業が採用して
                                                   
13 この調査では定期昇給を「狭義としての定昇、すなわち年齢や勤続年数に応じて毎年全
員が一定額（率）昇給する仕組み」と定義している。（日本生産性本部（2013）p.2 注 1） 
14 本文では、「図表 3」の回答項目を以下のように言い換えている。 
・「現状のまま」→現状維持。 
・「一定年齢までは定昇はやむを得ないがもう尐し早めの年齢で止めたい」（21.2％）+「定
期昇給によって上がる水準を抑制したい」（25.9％）→規模縮小。 
・「定期昇給がない賃金制度に転換したい」→廃止。 
15 この質問では、各処遇制度を以下のように定義している（p.4 図表 7,8）。すなわち、年
功主義は「どちらかというと年齢や勤続年数を処遇に大きく反映」であり、能力主義は「ど
ちらかというと発揮された能力や行動を処遇に大きく反映」、成果主義は「どちらかという
と数値的な業績や結果を処遇に大きく反映」となっている。 
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いる能力主義と成果主義は今後 20％近くの差が付くことになる。一方、非管理職層におい
ては能力主義が一層強化されると見られることから、今後、非管理職層は能力主義によっ
て処遇を決定し、管理職になってからは成果主義によって処遇を決定する傾向があると考
えられる。 
 
表 5 現行および今後の処遇制度の考え方 
 
管理職層 非管理職層 
現在 
年功主義：9.1％ 
能力主義：45.5％ 
成果主義：45.5％ 
年功主義：29.9％ 
能力主義：51.9% 
成果主義：18.2％ 
今後 
年功主義：1.9％ 
能力主義：40.3％ 
成果主義：57.1％ 
年功主義：7.8％ 
能力主義：63.6% 
成果主義：27.9％ 
出所：日本生産性本部（2013）p.4「図表 7,8」をもとに筆者作成 
 
 賃金制度の導入状況を詳細に知るために、賃金制度の組み合わせ状況（p.5）をまとめた
ものが表 6 である。ここから以下のことが分かる。まず、複数の制度を組み合わせる企業
が多いことである。管理職層では 6 割近く、非管理職層では７割近くが複数の制度の組み
合わせにより賃金制度を構築している。つまり、企業における賃金制度を考察する際は、
単純に「年功主義（あるいは能力主義・成果主義）」について考えるのではなく、各種制度
の組み合わせとそのウェイトの置き方を考慮に入れなければならないのである。次に、ほ
とんどの企業で役割・職務給を組み込んでいるという点である。役割・職務給の組み込み
は管理職層においては 79.2％であり、非管理職層では 58.5％となっている。これら役割・
職務給は、従業員の仕事の内容に基づいて処遇を決定するものであり、この点、「仕事基準
の成果主義人事制度」（岩出（2010））と言われる成果主義的要素が企業に浸透し、そのウ
ェイトが重くなっていることの証左であろう16。 
 
  
                                                   
16 一般的に役割・職務給と成果主義は別のものと考えられているが、図 2 で後述するよう
に、両者の間には関連があると考えられるため、本論文では一体のものとして扱う。  
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表 6 賃金制度の組み合わせ 
  管理職層 非管理職層 
単一体系 年齢・勤続給：0.6％ 年齢・勤続給：1.9％ 
  職能給：9.1％ 職能給：14.9％ 
  役割・職務給：24.7％ 役割・職務給：11.1％ 
二制度併用 年齢・勤続+職能給：4.5％ 年齢・勤続+職能給：19.5％ 
  年齢・勤続+役割・職務給：2.6％ 年齢・勤続+役割・職務給：4.5％ 
  職能給+役割・職務給：37％ 職能給+役割・職務給：20.8％ 
その他 三制度併用：14.9％ 三制度併用：22.1％ 
  いずれも導入せず：6.5％ いずれも導入せず：5.2％ 
出所：日本生産性本部（2013）p4「図表 11」を参考に筆者作成 
 
第 3 項 賃金水準と従業員の貢献度のギャップについて 
 「業務や成果・貢献度に比べて賃金水準が見合っていない(賃金水準が高い)社員は、ど
の年齢層に多く見られると思いますか？」（p.6）という質問に対して、50 歳代：50.6％、
40 歳代：26.6％となっており、これは年功賃金により生じる賃金カーブの影響が未だに残
っており、この賃金水準の是正のために、賃金制度の改革の必要性があるのであろうと考
えられる。また、「業務や成果・貢献度に比べて賃金水準が見合っていない(賃金水準が高
い)社員は、どの程度の割合と思いますか？」（p.7）という質問の回答の平均は 20.2％とな
っており、ここからも企業が賃金水準と業務や成果等のギャップを感じていることを見て
取れる。 
 
第 4 項 グローバル化への対応状況 
 昨今の経営環境のグローバル化を受けて、企業は人事制度についてもグローバル化を進
展させようとしているのだろうか。この点については「貴社の人事制度は、海外関連会社
も含めて、グローバルで共通に運用している制度（等級制度や賃金制度、評価制度）があ
りますか」（p.21）という質問がなされており、「ある」と答えた企業は 8.4％しかなく、
ほとんどの企業は「ない」と答えている（87.6％）17。多くの企業がグローバル共通の人
                                                   
17 本文では、この回答項目を以下のようにまとめている。 
ある＝「ある、今後も維持する」（3.9％）+「ある、今後はさらに共通部分を拡大していく」
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事制度有しておらず、また、今後も導入する予定がないということが分かるが、正社員数
5000 人以上の企業では「ないが、今後導入にむけて検討中」と回答した企業が 69.6％あ
ったため（p.21）、規模の大きい企業ではグローバル化に対応して全世界共通の人事制度を
模索しているということであろう。 
 
第 5 項 本調査から読み取れること 
 本調査ではまず、賃金および処遇といった報酬制度について企業がどのように考えてい
るかが分かった。すなわち、年功主義的な報酬は現時点でも縮小傾向にあるが、その傾向
は今後一層強まるであろうと言うことである。また、表 5 より今後の処遇の仕方は、管理
職層では成果主義的な考えがより一層進展していくのに対して、非管理職層については現
在同様、能力主義的な発想が進展していくと考えられる。なお、企業の賃金体系は単純に
年功・能力・成果のどれかをベースにすると言うわけではなく、これらについて様々な組
み合わせを持って構成されているのだという認識を持つことが重要であろう。 
 また、貢献度に比べて賃金水準が高いと考えられているのは高年齢層であり、このギャ
ップを埋めるために賃金制度の改革が課題と考えられていると思われる。 
 なお、全世界共通の人事制度は多くの大企業で導入の検討がなされているものの、現状
備えられている会社は尐ないようである。そのため、グローバル化対応について、全世界
共通の人事制度というのは喫緊の課題ではないという印象を受けた。 
 
第 4 節 労務行政研究所編集部（2013b）「人事労務諸制度の実施状況」18 
 
第 1 項 本調査を取り上げる目的 
 労務行政研究所編集部（2013b）では、人事制度の幅広い分野について調査を行ってお
                                                                                                                                                          
（4.5％） 
ない＝「ないが、今後導入にむけて検討中」（30.5％）+「ない、今後も予定なし」（57.1％） 
18調査概要は以下のとおりである。 (労務行政研究所編集部, (2013), p. 34) 
調査名：「人事労務諸制度実施状況調査」。 調査対象：全国証券市場の上場企業（新興市
場の上場企業も含む）3432 社と、上場企業に匹敵する非上場企業（資本金 5 億円以上か
つ従業員 500 人以上）304 社の合計 3736 社。ただし、持株会社の場合は主要子会社を対
象としたところもある。 調査時期：2013 年 1 月 7 日～3 月 11 日。 集計対象：調査対
象のうち、回答のあった 214 社。 調査項目：[1]実施状況（大別して 15 分野・176 項目
について調査）、[2]2008 年以降における廃止状況（最近の改廃動向が注目される 10 項目
を取り上げて調査）。 
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り、また、各分野における具体的な施策についても質問の対象としているため、現代の日
本企業の実施している人事施策を把握するうえで有用であると考えられる。そこで、本節
において本調査を取り上げることとした。 
 
第 2 項 賃金関連 
 賃金関連の制度の実施率(p.39)を見ると、退職金制度に次いで、「職務給・役割給の設定」
(40.2％)や「業績連動型賞与制度」（34.6％）といった、成果主義的賃金制度と呼ばれる施
策が多く採用されているようである。特にこれらの施策は 1000 人以上の企業において、
より一層多く採用されており（「職務給・役割給の設定」は 56.8％、「業績連動型賞与制度」
は 47.3％）、この点、成果主義的賃金制度は規模が大きくなるほど導入されていると見る
ことができる。また、成果主義的賃金制度との結びつきが強いとされる「年棒制」につい
ても全体の 24.3％が採用しており、そのうち、管理職のみを対象としている企業が半分で
あった。年棒制において管理職のみを対象とする企業が多い傾向は、従業員 1000 人以上
の規模の大きい企業で顕著に表れており(70.6％)、また、業種で区分すれば製造業で強く
見られる(72.7％)。 
 
第 3 項 労働時間・休暇関連 
 労働時間・休暇関連の制度の実施率(p.46)を見ると、残業削減策の実施は全体の 77.1％
の企業が実施しており、また、その実施率の推移は 10 年で 10％近く上昇しており、近年
の日本企業の人事上の課題の１つと言えるだろう（p.47）。具体的な残業削減策としては、
「ノー残業デーの設定」（72.4％）や「時間外労働の事前申告・許可制の徹底」（62.0％）、
「管理者に対する残業発生理由の確認・改善指導」（47.9％）といったものが挙げられてい
る(p.49)。 
 
第 4 項 人事管理関連 
 人事管理関連の制度の実施率(p.53)から、「職能資格制度」が 54.7％と半数以上の企業に
おいて導入されているが、この制度のここ 10 年の推移を見ると減尐傾向（04 年：50.4％
→10 年：46.6％）からの復調といった動きがあるように見られる（p.54）。これは、成果
主義的人事管理制度の見直しによるものであると言えるかもしれない。ただし、成果主義
的人事管理制度と結びつきが深い「役割等級制度」は増加傾向にあることから（07 年：
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15.3％→13 年：27.6％）、成果主義の見直しについては、成果主義を廃止して年功序列性
格の職能資格制度に戻るのではなく、成果主義のウェイトを下げ、従業員の能力を重視す
るような制度になってきていると考えるのが妥当であろう。また、「等級の降格制度」につ
いては、35.5％の企業で採用されている。 
 
第 5 項 人事評価関連 
 成果主義と結びつきが強いとされている「目標管理制度」は 81.8％の会社で実施されて
おり、続いて「一般従業員への人事考課結果の公開」の 68.7％や自己評価制度の 65.0％、
考課者訓練 61.7％が高い実施率を誇るとなっている(p.60)。なお、「目標管理制度」を人事
管理に直接反映している企業は 63.8％と主流となっている(p.60「項目 58」)。また、「一
般従業員への人事考課結果の公開」に際して、フィードバック面談を設けている企業は
95.6％あった。 
 
第 6 項 人材育成・能力開発関連 
 「自己啓発援助制度」（50.0％）や「公的・民間資格取得援助制度」（43.0％）のように、
従業員自らの自主的な能力開発を支援する制度の実施率が高いようである(p.62)。また、
これらを筆頭に各施策において企業規模の差による実施率の格差が見受けられる。たとえ
ば、「自己啓発援助制度」については、1000 人以上：74.3％、300～999 人：50.0％、300
人未満：25.0％のように最大 50％近くの差が生じており、他の施策も同様に大きな差が生
じている。 
 また、近年増加傾向にあるのが「メンター制度」であり、07 年に 8.3％であった実施率
が 13 年には 31.3％にまで増えている(p.63)。なお、「メンター制度」とは、「社員の成長・
自立に向け先輩や上司等が仕事の実務や精神面を含めた助言・相談役を担い、日常的に指
導、サポートする」制度であり、これは「近年、若年層の早期離職が問題となっているが、
人材の育成・定着に有用な施策として、導入が広まっている」と言われている(p.62)。こ
のように、知識の習得だけでなく実務上のサポートも行うことで、より効果的な能力開発
を行っていると考えられる。 
 
第 7 項 本調査から読み取れたこと 
 まず、本調査からは成果主義的な人事制度が広く利用されていることが把握できたと思
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う。すなわち、賃金関連の調査においては、「職務給・役割給」や「業績連動型賞与」、「年
俸制」の採用が多く、成果主義的賃金が幅広く採用されていると言えよう。また、人事管
理関連の調査では、職能資格制度の復調があるが、「役割等級制度」にも増加傾向が見られ
るため、成果主義的要素の入った職能資格制度が浸透していると考えられる。そして、人
事評価関連の調査では、目標管理制度の実施率が非常に高く成果主義的評価手法が日本企
業において一般的に用いられていると判断出来た。以上のことから、成果主義は現代の日
本企業において広く採用されていると言えるだろう。 
 
図 1 成果主義人事制度の関連 
 
出所：労務行政研究所編集部（2013b）を参考に筆者作成 
 
 また、人材育成や能力開発は企業規模が大きいほど幅広く行われており、知識の習得だ
けでなく実務上のサポートもフォローされていると言えよう。 
 
第 5 節 各アンケート調査の考察 
 
第 1 項 現代日本企業の人事制度 
 以上、各種アンケート調査をもとに、現代日本企業の人事制度についてみてきた。本節
では、その結果をもとに、まず現代日本企業の人事制度の抱える課題を指摘する。そして、
成果
主義 
賃金 
•職務給・役割給 
•業績連動型賞与 
•年俸制 
人事管理 
•役割等級制度 
•（職能資格制
度） 
人事評価 
•目標管理制度 
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以降の本論文のテーマを定めることにする。 
 本章の第 1 節で紹介した日本生産性本部（2012）では、「次世代幹部候補の育成」、「優
秀な人材の確保・定着」、「従業員の能力開発・キャリア開発支援」、「賃金制度（評価制度
も含む）の改定」、「従業員のモチベーション向上」の 5 つが企業において課題であると認
識されており、本論文ではこれらを「従業員の質の確保」と「報酬制度の改定」の二つに
区分けした。ここでは現代日本企業の人事上の課題として、これら二つを認識することに
する。なぜなら、日本生産性本部（2012）では、これらは過去 5 年の推移・業種別・規模
別のいずれにおいても概ね課題として認識されていると言ってよく、広く現代日本企業の
頭を悩ませるものになっていると考えられるためである。 
 しかしながら、本論文では以降主に扱うのは「報酬制度の改定」に注目して論を進めて
いくことにする。これは、「報酬制度の改定」を行うことにより、「従業員の質の確保」の
実現に寄与できると考えたからである。これは、例えば企業の必要とする人材を設定し、
より好待遇をもたらすことで、優秀な人材の確保ができ、また、従業員がそのような人材
への成長を目指し努力することによって、能力開発が期待できると考えたためである。  
 また、報酬制度の改訂を考えていくに当たっては、報酬制度において広く用いられてい
る成果主義制度について考察する必要があるように思う。なぜなら成果主義は幅広く利用
されているものの、論者によって賛否の分かれる制度であるからである。以下、本論文で
は報酬制度の改定、特にあるべき成果主義的報酬制度を模索することで、現代日本企業の
抱える人事上の課題の解消方法を検討していく。 
 
第 3 章 報酬制度について 
第 1 節 報酬制度の概要 
 本章では各種事例に触れる前に島他(2008)では、日本企業における報酬制度の特徴につ
いて、以下のようにまとめられている。「まず、報酬制度とは狭義には賃金制度のことであ
り、賃金・給与・賞与・退職金といった金銭的な報酬をどのようにして決定するかを定め
るものであるが、広義には、昇進・昇格などの金銭と承認に関わる報酬、教育訓練機会の
提供や福利厚生といった必ずしも金銭を伴わない報酬も含まれている」（島他(2008)p.45）。
また、佐藤他（2011）では、「報酬管理は、賃金などの報酬システムの開発、労働者の保
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有する人的資源や提供された労働サービスの評価（人事考課）、労働者への役職ポストの配
分（昇進管理）、さらには支払い能力に応じた総額人件費の管理（総人件費管理）や個々の
労働者への賃金の配分（個別賃金の決定）、福利厚生など付加給付の管理などからなる」と
説明されている。このように、報酬には金銭的な賃金管理だけでなく、従業員の評価及び
それに基づく昇進等のポスト配分や、人材教育機会の提供や福利厚生などの非金銭的なも
のも含めて考える必要がありそうである。 
 では、報酬制度にはどのような機能があるのだろうか。佐藤他(2011)によれば、人事制
度の目的は、「企業の目的達成に不可欠な労働サービスが、必要な時に必要なだけ提供され
るように人的資源を合理的に活用すること」にあるとし、そのためには、「労働者自身によ
る人的資源の活用意欲や開発意欲を引き出したり、高めたりすることが必要」であると言
う。さらに、「勤労意欲を維持・向上させるためには、意欲を引き出す動機づけ(motivation)
となる誘因(incentive)の開発と提供が求められ」、これが、「広義の報酬管理の内容」であ
るとも言う（以上、佐藤他(2011)p.７）。つまり、報酬管理には動機づけとなる誘因として
の機能が求められているということであろう。 
 また、同様のことが、守島(2004)でも取り上げられている。そこでは、人材の評価に基
づいて従業員の労働や貢献への対価としての性格があるとしながらも、より重要なのは「処
遇や報酬のマネジメントを通じて組織の期待する行動を従業員から引き出すこと」である
としている。すなわち、報酬は「働く人の行動や努力を企業の望む方向に水路づける道具」
であり、インセンティブとしての機能が重要であるとしている。 (以上、守島 (2004)
ｐ.106-107) 
 このように報酬システムの改善について考える際には、インセンティブシステムである
側面を考慮しなければならず、それは現代の日本企業が抱える問題とも重なっていると言
えるだろう。すなわち、日本生産性本部（2012）により見出された課題である、「賃金制
度（評価制度も含む）の改定」と「従業員のモチベーション向上」とは、まとめて考える
べき問題だということである。 
 そこで、本論文では、「報酬制度」については、賃金や昇進、その他の能力開発や福利厚
生によって従業員の貢献に報いるものであり、その貢献度合いを判断する評価の段階から
考えていく必要があると考える。さらに、その制度設計については従業員のモチベーショ
ンを高めるようなインセンティブを与えられる仕組みである必要があると考え、議論を進
めていく。 
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第 2 節 成果主義 
第 1 項 成果主義の概要 
 本節では、成果主義とはどのようなものと考えられているかについて分析していこうと思
う。成果主義は第 2 章で見た労務行政研究所編集部（2013b）などのアンケート調査の結
果から、現代日本企業において広く浸透している報酬制度のようである。賃金関連では、
「職務給・役割給」や「業績連動型賞与」、「年俸制」が成果主義と結びつきが強く、人事
管理関連では「役割等級制度」が、人事評価関連では、「目標管理制度」が成果主義との結
びつきが強いと言われている。そこで、まず、成果主義の特徴について。荒井他（2006）
によれば、成果主義は次のような 3 つの特徴を有しているという（荒井他（2006）p.164）。
それは、 
 
・企業に対する個別労働者の顕在的な貢献をその労働者の成果として評価する。  
・長期間の平均的な成果よりも短期間の成果を重視して処遇に結びつける。  
・同一組織内の労働者間の賃金格差を拡大させることによって、大きな成果を上げた労働
者に高い賃金で報い、組織全体の労働意欲を高めることを目的とする。 
 
の３つである。また、内山（2003）では成果主義を「活動（仕事）の具体的成果を評価し、
その評価結果を最終的に各個人の報酬に反映させる仕組みをとり、その反映のさせ方が明
確であること」と定義したうえで、従来の日本的報酬制度と比較し、以下の 4 つの特徴を
挙げている(内山（2003）p.47-48)。すなわち、 
 
・客観性あるいは公式性の高い仕組みであり、評価と報酬は誰がその決定を行ったとして
もほぼ同一のものになる。 
・公開性が高く、報酬制度の仕組みやプロセスが評価者と被評価者の間で明らかになって
いる。 
・評価の短期性あるいは直接性が指摘され、評価と報酬のタイム・ラグがほとんどない。 
・非属人的であり、各人のパーソナリティではなく、あくまで業務活動の成果を評価の対
象とする。 
 
といったものである。加えて幸田（2010）では、「成果主義の目的は、成果貢献によって
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給与を決めることであるが、単に給与コントロールの問題だけでなく、会社のビジョンに
合った成果志向の強い行動を引き出すことが本来最も重要な目的である」（幸田（2010）
p.85）とまとめたうえで、成果主義について二つの側面があると分析している。まず「１
つは賃金・処遇制度としての成果主義であり、もう１つは企業内の目標体系を整え、組織
目標にそって個人目標を適切に設定していくプロセスとしての側面である」（幸田（2010）
p.86）という。 
 これらより、成果主義は、活動の成果を評価し、期間を置かずに賃金や処遇といった報
酬に反映させるものであり、その評価は客観的かつ透明度の高いものである必要がある。
そして、その仕組みを通じて、経営者層の考えるビジョンや戦略を実現できるように従業
員のモチベーションを引き出すインセンティブシステムであると言えよう。  
 また、成果主義の適用方法には様々な組み合わせが考えられる。以下の図 2 を見てほし
い。 
 
図 2 報酬制度における成果主義 
 
出所：筆者作成 
 
企業は、この図の①～③において成果主義と呼ばれる制度を設定できると考えられ、全て
に成果主義的な制度を用意してもよいし、いずれか一つだけでも成果主義による報酬制度
は成立すると考えられる。例えば、処遇を決定する①の段階では成果による判定を用いな
くても、処遇（ポスト）によって決まる②の賃金よりも、評価によって決められる③のウ
ェイトを大きくすることで成果を報酬に反映させることが可能になる。もちろん、①の時
点で処遇を成果評価によって決めるのであれば、それをベースに給料を決める②も成果主
義の要素が入り、より成果主義の要素の強い報酬制度になる。ここで、①や②に成果を反
映させないものが職能資格制度とよばれる人事管理制度であり、反映させたものが職務等
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級制度などと呼ばれるものである。 
 
第 2 項 成果主義の長所と短所 
 ここからは、成果主義の導入にどのようなメリットやデメリットがあると考えられてい
るのかについて考察する。例えば、島他(2008)では以下の 4 点がメリットとして挙げられ
ている（島他(2008)p.46）。 
 
①人件費の抑制 : 職能資格制度では人件費の肥大化・固定化という問題が生じていたが、
成果に応じて人件費を変動させることで人件費総額をコントロールできる。  
②モチベーションと企業業績の向上 : 仕事の成果に応じて報酬が決定するので、従業員
は仕事へのモチベーションを高め、結果として企業業績が高まる。 
③企業目標と個人目標のリンク : 成果主義における目標管理制度では、企業目標をブレ
ークダウンして個人目標を設定するので、企業目標と個人の目標のベクトルが一致する。  
④有能な人材の確保 : 成果主義では成果と報酬が連動し、高い業績をあげる有能な人材
に対して報酬で報いることができ、有能な人材が集まる。 
 
これを見ると、成果主義には大きなメリットがあり、うまく運用することで人事制度に大
きく貢献できそうである。特に、②モチベーションと企業業績の向上や④有能な人材の確
保については、アンケート調査から把握された現代日本企業の課題であったため、これら
のメリットを享受できるよう、成果主義を運用していく必要があろう。 
 一方で、成果主義には以下のような問題点が発生しているともいわれる（島他
(2008)p.46-47）。すなわち、 
 
①納得感の低下 
②個人業績への注目 
③長期的視点の希薄化 
④限定的な企業業績への影響 
 
の 4 点である。ここで、①納得感の低下は、賃金の決定に関するプロセスに不満が生じ「仕
事へのモチベーションの低下につながり、ひいては業績の低下を導く」（島他(2008)p.47）
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と考えられている。また、②個人業績への注目とは、成果主義がチームプレイの軽視につ
ながると考えられている。③長期的視点の希薄化については、「従来の職能資格制度は、個
人に対して現状の顕在的能力のみならず、キャリアを通じた将来の能力向上を動機付けて
いた。個人に対して現状の業績を重視させる成果主義は、将来の個人及び組織の能力向上
への動機付けを低下させる可能性がある」（島他(2008)p.48）と説明されている。④限定的
な企業業績への影響とは、個人の業務が成果を意識したものとなることを通じて、ひいて
は企業業績の改善に寄与させたいと企業は考えているが、必ずしも成果主義の導入の有無
が企業業績の好不調に影響しないと見られていることを指している。 
 ここで、このメリットとデメリットの比較によって、あるべき成果主義の一端が見えた
ように思う。それは、メリットの②とデメリットの①に見られるように、従業員のモチベ
ーションの向上が、成果主義の目的だったにもかかわらず、賃金決定プロセスへの不満に
より納得感が低下し、かえってモチベーションを阻害してしまったのである。このことか
ら、成果主義の導入に際しては従業員の納得感を得られるような制度にする必要があろう。 
 また、他にも成果主義のデメリットから成果主義批判は非常に多い（高橋（2004）、荒
井他（2006））が、ここでは、さらにもう一点、成果主義のデメリットに挙げられている
客観的な評価に潜む問題点について指摘する｡そのことについて、阿部（2006）は次のよ
うに述べている。すなわち、「労働者の成果を客観的に捉えることが困難であり , 成果によ
る処遇を行うことはできない」（阿部（2006）p.26）として、売上高が簡単に入手でき, そ
れが第三者によっても検証できるような指標が利用できる労働者（例えば営業など）を除
き、多くの場合、成果指標を入手することの困難さに触れている｡ この点、従来の日本企
業では広く主観的な評価が重用されてきており、その概念について、まとめているのが梶
原（2004）である。そこでは、日本企業において一定の役割を果たしてきた「主観的業績
評価」に関して、その概念や特徴を整理している。まず、主観的業績評価の概念について、
対をなす概念である客観的業績評価との対比で示しており、それをまとめたものが次の図
3 である。 
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図 3 主観的業績評価の概念図 
 
出所：梶原（2004）p.86 図 1 をもとに筆者作成 
 
すなわち、業績管理のプロセスを業績測定フェーズと業績評価フェーズに分け、業績の測
定が定量的であれば評価は客観的であり、測定が定性的であれば評価は主観的であると区
別できるが、定量的な測定を行った場合に評価者のバイアスが介在する可能性があるとき
は、主観的評価に該当するといえる。なお、主観的業績評価の長所と短所については以下
の表 7 のようにまとめている。 
 
表 7 主観的業績評価の長所と短所 
長所 短所 
  定量的業績指標の歪みを矯正する   バイアスを受けやすい
  報酬決定に伴うリスク軽減する   フィードバックを提供しない
  業績評価に柔軟性を付与する   不公平感を受ける
  革新行動を促進する   「いいわけ文化」を醸成する
  挑戦を促す   評価者の負担が大きい
  情報共有による組織学習を促進する   
  相互作用を促進する
  環境適応を促進する
出所：梶原（2004）p.87 表 1 をもとに筆者作成 
 
なお、ここに挙げられた長所や短所は理論的に導出されたものであるが、実務上もこれら
の長所や短所が見られるようである（高橋他(2011)）。 
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 そして、このような主観的評価は成果主義を採用した企業においても利用されており、
客観的評価だけに限定せず、主観的評価も併用することにより、プロセスの評価も可能に
なるという。このように、成果主義が客観的な評価による事を志向しているとしても、そ
れに縛られず柔軟に対応していくことは重要である。 
 
 
第 4 章 成果主義ケース紹介①失敗事例 
第 1 節 失敗事例について取り上げる目的 
 本節では、まず、成果主義の失敗事例について取り上げる目的について述べていきたい
と思う。その目的とは、失敗事例からだからこそ分かる成果主義の間違った導入方法を学
ぶことにある。つまり、失敗事例が「失敗した」と判断されるには、それだけの理由があ
り、そして、その失敗の原因が指摘されなければならない。そして、その原因として、成
果主義の運用方法の問題点が見出すことが出来れば、今後他の企業が成果主義によって報
酬制度を運用していく際に有用な示唆を得ることが出来ると考え、失敗事例について参照
する。 
 ただし、失敗事例と言えるような企業のサンプルは非常に尐ないと考えられる。なぜな
ら、仮に業績が悪化したとしても、その原因が報酬制度にあると直接結びつけることは難
しく、景気の悪化といった外部環境の変化や、事業戦略が市場と合っていなかった事など
の様々な要因が挙げられ、外部から人事制度の失敗を見分けることは困難だと考えられる
ためである。 
 そこで、本章においては、2000 年代前半に業績悪化した富士通を失敗事例のケースとし
て取り上げることにする。これは、業績悪化当時、成果主義制度の運用に携わっていた人
事部社員が、その問題点を詳細に記しており、2004 年以前の情報に限定されてはいるが、
他の企業の成果主義運用に有用な示唆を得られると考えたためである。 
 
第 2 節 富士通株式会社 
 
第 1 項 富士通の成果主義人事制度の概要 
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 富士通株式会社（以下、富士通）は 1993 年に、他の日本企業に先駆けて成果主義を導
入し、その後の日本における成果主義の流行のきっかけを作ったと言ってよいだろう。し
かし、2004 年に退職するまで人事部社員として成果主義人事制度に運用側として携わって
いた城は著書 (城, (2004))の中で、富士通の成果主義導入は失敗だったと言い、その人事
制度とそこから引き起こされた内部の混乱について詳細に記している。そこで、以下では
城(2004)を参考に富士通の成果主義について紹介、分析してみようと思う。  
 そもそも、富士通が成果主義を導入したきっかけはバブル崩壊直後の 1992 年度の決算
が初の単年度赤字に陥ったことだったという。この業績不振に危機感を抱いた経営陣がシ
リコンバレーに視察団を派遣し、そこで働くエンジニア達のモチベーションの高さを支え
る「成果主義」に感心し、その導入を決定したのである。ここで、問題とすべきだったの
は、それまで年功序列システムによって高い成長を達成してきた日本企業に、労働環境が
異なるシリコンバレーで適用されている成果主義を導入することの是非であった。つまり、
「シリコンバレーでは 20 年も 30 年も現役で働く人間などいない。40 代で引退し、静か
な余生を送るか起業して経営者になるかのいずれかだ。」 (城, (2004), p. 21)と言われるよ
うな風土を持つシリコンバレーと、年功序列や終身雇用といった日本型経営を特徴として
いる日本とで同じシステムを導入したとして、同じ効果が発揮できるのだろうかという議
論をすべきであった。しかし、富士通ではそのような議論を経ないままに導入を決めてし
まった。その背景には当時、「バブル崩壊の後遺症が誰の目にも明らかになったときであり、
それらとともに『日本型経営』のマイナス面がことさら強調されるようになっていた」 (城, 
(2004), p. 19)という日本型経営に対する見直しの流れがあったと考えられる（盛田(1992)）。
このような背景をもとに富士通は、1993 年に日本の大企業として初めて成果主義による目
標管理制度を導入することになる。そして、その後もさらに制度を進展させていくわけで
あるが、安田（2007）によれば、一連の人事制度改革の背景には以下の 3 点があったとい
う（安田（2007）p.128）。 
 
IT 産業における市場拡大と競争のグローバル化の中でデファクト・スタンダードを見
出す創造力のある社員や付加価値の高い成果を効率よくあげる社員の育成・処遇   
型に移行する中で年功的な仕事の分担や処遇の見直し  
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 それでは、富士通では、成果主義に関連する制度はどのように進展していったのであろう
か。城（2004）にその進展が記録されているため、年表としたのが以下の表 8 である（城
（2004）p.24-25）。 
 
表 8 富士通の成果主義の進展 
年代 概要 
1993 日本の大企業として初めて｢成果主義｣による目標
管理制度を導入。管理職を対象にすることを決め
る。 
1994 管理職に年俸制導入。裁量労働制「SPRIT」（創造
性、専門性を求められる専門職のエンジニアなどの
主任クラスを対象に、時間管理を行わず、成果に応
じて給料を払うシステム）をスタート。 
1995 「幹部社員制度」を新設し、それまでの課制を廃止。 
1996 中堅層まで「目標管理評価制度」の適用を拡大。キ
ャリア（経験者）の中途採用をスタート。 
1997 格付けなどを行う「等級制度」を幹部社員に導入。
製造現場長に「目標管理評価制度」を適用。 
1998 ｢等級制度｣を一般社員に導入し、資格制度を廃止す
る。また、一般社員の賞与に会社の業績を反映させ
ることに。 
1999 幹部社員の賞与にも、会社の業績を反映。 
2001 「目標管理評価制度」を改訂し、「成果評価」に一
本化。 
2003 希望職務を選択できる「FA 制度」を導入する。 
出所：城（2004）p.24-25 を基に筆者作成 
 
このような大まかな流れで進展してきた富士通の成果主義について、以下ではその概要を
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見ていくことにする。富士通の成果主義の基本的なポイントとしては以下の 3 点が挙げら
れている。（城（2004）p.26） 
 
・部門ごとの目標作成と個人へのブレイクダウン 
・評価結果の賞与額および昇給額への反映 
・裁量労働制の導入 
 
 まず、一点目の「部門ごとの目標作成と個人へのブレイクダウン」とは、いわゆる目標管
理制度のことを指している。目標管理制度は現在では、日本企業の 8 割以上が導入してい
る制度であるが（労務行政研究所（2013b）ｐ.59 図表 15）、富士通の導入を契機に日本企
業の成果主義の代表的なスタイルとして認識されるようになっている。富士通における目
標管理制度を要約すると、「1 つの事業部門の目指す目標を、従業員それぞれの果たすべき
役割へ噛み砕くシステム」であり、以下の図 4 のような流れで行われると言う（城（2004）
p.28） 
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図 4 目標のブレイクダウン 
 
出所：城（2004）ｐ.28 の図をもとに筆者作成 
 
この目標管理制度では、期首の目標設定と期末の評価の二つにそれぞれメリットがあると
されており、まず、目標設定においては、トップダウンで作成された目標を徐々にブレー
クダウンしていくため、従業員間で明確な企業の方針を共有できるというメリットがある
と考えられた。また、評価の面からは、主観的な要素を廃した客観的な評価が行われるこ
とにより、自らの良かった点・悪かった点を認識することで、従業員の納得度と同時にモ
チベーションも高まると考えられていた。 
 次に、二点目の「評価結果の賞与額および昇給額への反映」とは、生み出された成果とそ
れに見合った報酬の提供を志向するものである。すなわち、成果によって従業員間に報酬
の格差を付けることを目指した。その結果、従来も成果の評価によりある程度の差が付い
ていた賞与については、より明確に格差が反映され、成果主義導入後の富士通では最大 10
倍近い格差が生じたという。また、賞与だけでなくて基本給の昇給についても成果を反映
させ、春に行われる定期昇給の際にも成果に応じた変動部分を用意し、格差が生じるよう
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な制度を設けた。この格差づくりによって、社員間の競争心を煽り、成果を出すことへの
モチベーションを引き出し、ひいては企業の業績を高めることが出来ると考えられたので
ある。 
 そして、3 点目の「裁量労働制の導入」については、対価の考え方の転換により生まれ
た制度である。つまり、従来は労働時間に対して報酬を与えていたのを、成果に対して報
いる形にしたことで、生まれた勤務スタイルである。これにより、時間的に自由な勤務が
可能になるだけでなく、裁量労働従事者には成果に応じた賞与の上乗せがなされ、成果主
義的人事制度をより促進させることが出来ると考えられた。この仕組みは以下の図 5 のよ
うになっている。 
 
図 5 裁量労働制の賞与の仕組み 
 
出所：城（2004）p.33 図 
 
 このように富士通の成果主義のポイントとされた 3 点を見ると、いずれも従業員のモチ
ベーションを高めることにより、企業の業績向上に資することを期待しており、富士通の
成果主義は従業員のモチベーションを高めるために導入されたと言えそうである。しかし
ながら、城（2004）によれば、実際の運用過程においては、いくつかの要因により従業員
のモチベーションは失われていったという。そして、その結果、2002 年には 3,825 億円の
巨額損失が生じ、大規模リストラが実行されてしまったという。では、どのような要因が
従業員のモチベーションを低下させていったのだろうか。 
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 まず一つ目に挙げられるのが、従業員の評価が相対評価で行われていたことである。先
述べたように富士通では目標管理制度を採用しており、期首に設定した目標をクリアすれ
ば A という評価が与えられ、さらに目標を上回る成果を出すことで SA という評価が与え
られた。ここまでは従業員と直属の上司である課長との面談により行われるが、ここで出
された評価結果は次に「評価委員会」という会議に回される。これは、評価者の間に生じ
る評価基準のズレを埋めるために設置されたもので、基本的に事業部ごとに構成され、先
ほどの面談を行った課長よりも上の部長以上が参加し、評価結果の調整を行う。その仕組
みは以下の図 6 のようになっている（城（2004）ｐ.53）. 
 
図 6 評価委員会の仕組み 
 
出所：城（2004）p.52 
 
これを見ればわかるように、評価委員会には 1 次評価者である課長は出席できず、会議で
どのような調整がなされたのかは、課長や従業員には分からない不透明な仕組みになって
しまっている。では、この会議では、どのような調整がなされているのだろうか。それは、
各従業員が上司との面談で確認した成果評価の結果（A や SA といった評価）を、人事部
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の定めた評価の分布比率に合うように再評価し直していたのである。その比率は、城（2004）
p.53 に添付されている 1998 年当時の資料によれば、「SA：10％、A：20％、B：50％、C：
15～20％、E：＊％」となっている。なお、E 評価は該当者がいる場合のみ使われる評価
であり、ほぼゼロ％とされていたそうである。この比率に合わせて再評価を行うというこ
とは、目標をクリアしていたとしても、SA や A 評価の枠は限られているために、評価の
格下げが行われるということを意味していた。つまり、目標クリアをして、一次評価の場
である面談において A 評価をもらっても、二次評価の場である評価委員会において他の従
業員と相対評価された結果、最終的に B 評価にされてしまう可能性があるということであ
る。これは、可能性の話ではなく、実際に当時の富士通で行われていたという。このよう
に調整の結果、目標の達成・未達成に関わらず、相対評価によって評価が下げられてしま
うとすれば、目標に対してのモチベーションは維持するのが困難になると言えよう。また、
このシステムには、さらに問題点があるのだが、それは評価の後のフィードバックを被評
価者に行えないことである。なぜなら、被評価者である従業員にフィードバックする課長
は評価委員会に出席しておらず、評価の変更の理由を従業員に伝えることが出来ないため
である。目標と結果を比較し、今期の良かった点や悪かった点をフィードバックすること  
で従業員のモチベーション向上に資する制度にしようとしていたのにも関わらず、制度の
不備でかえって従業員のモチベーションに悪影響を与えてしまっていたようである。  
 従業員のモチベーションの低下の要因の 2 つ目は、裁量労働制であった。裁量労働制は
自由な勤務スタイルによって、生産性が向上することが期待されていたが、企業としては
さらに人件費の削減にも期待していた。つまり、時間に対する報酬という考え方ではなく
なることから、時間外手当なども支給する必要がなくなり、総額人件費の圧縮につながる
と考えていたのである。人件費の圧縮を目指すこと自体は問題なかったが、その運用方法
に問題があったという。それは、裁量労働制を取った社員に対しても、従来通りの定時出
社が暗に強要され、裁量労働制の本来の勤務スタイルとはかけ離れた運用がなされていた
ということである。また、裁量労働制の適用の有無は毎年春に面談で決められるのだが、
その決め方が残業時間の多尐によって決められるケースも見られたという。すなわち、残
業時間が多い場合は適用対象者とし、尐ない場合は適用非対象者とすることで、人件費の
圧縮のみを目指すようになっていったのである。このように、富士通における裁量労働制
は、自由な勤務スタイルではなく、時間外手当の有無を左右するだけの制度になってしま
っていたのである。しかし、富士通の目論見とは裏腹に、裁量労働制は人件費の増大をも
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たらした。それは以下のような理屈で引き起こされた。裁量労働制の適用は、上司との面
談で決められるが、建前上は自らの判断で選択できるようになっていた。そこで、裁量労
働制の選択に際して、適用を選択する優秀な従業員と、選択しないその他の従業員の二極
化が起こった。なぜなら、一握りの優秀な人材は賞与の増加分を見込み裁量労働制を選択
するが、そうではないその他普通の従業員は、高い評価を得られないと見切りをつけ、裁
量労働制を選択せず、賞与の増加を諦める代わりに時間外給付を稼ぐために無駄な残業を
するようになったためである。これにより、優秀な人材は業務の効率化に注力する一方で、
そこまで努力をしない従業員も現れ、しかも両者の賃金には大きな差が出なくなるほどに、
後者の従業員が増えた結果、富士通に人件費は従来の 2 割増しになってしまったという。
このような状況では、高い評価を求める努力をしなくなった後者の従業員はもちろんのこ
と、前者の優秀な社員も賃金面で大きな格差を得られなくなることから、モチベーション
の低下につながってしまったのである。 
 さらに、降格制度がないことも従業員のモチベーション低下を招いた。城（2004）では、
この降格制度がなかったことを富士通成果主義の最大の欠陥であったと言っている19。そ
の中で、城（2004）は、企業において従業員のモチベーションを高めるための切り口とし
て、「降格への恐怖」と「昇格への期待」があると考え、前者は中堅から中高年層が対象で、
後者は新人から中堅層が対象となるとしている。そして、降格制度がないことにより従業
員のモチベーションは低下していく理屈について、以下のように分析している。まず、中
高年層についてであるが、ここでは普通の従業員を議論の対象とする。この普通の従業員
とは、従業員を「仕事が出来る」層と「仕事は普通」の層と、「仕事が出来ない」層で分け
たときの普通の層である。彼らは自分たちの上に「出来る」層がいるため、成果主義を導
入された場合、高い評価は得られないため、上昇志向のモチベーションは抱きにくいと考
えられる。そこで、仕事に精を出させるためには「降格への恐怖」が必要となってくるわ
けだが、しかし、富士通には降格のおそれがなかった。そのため、この普通の従業員たち
の仕事へのモチベーションは下落し始めてしまったのである。この点、日本型経営の特徴
である年功序列制度を利用していた時には、同様に降格の心配はなかったものの、いずれ
努力が報われていたため、中高年層になったとしても仕事へのモチベーションが減退する
ことはなかったことを鑑みれば、成果主義導入とともに降格制度を設けなかったことは大
                                                   
19 降格は制度としては存在していたが、その内容は該当者が出ないような緩い基準であり、
制度として機能していなかったため、2002 年に廃止されたという。 
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きな失策であったと言えよう。さらに、新人などの若手従業員も降格制度が無いことによ
りモチベーションの低下を起こしてしまったという。これは、中高年層についての話の裏
返しのようなもので、自分たちより上の世代が降格しないため、「昇進への期待」が持てな
いというのが要因として挙げられよう。このように、降格制度の不備が本来、高めようと
していた従業員のモチベーションを逆に低下させてしまっていたのである。  
 
第 2 項 富士通の事例まとめ 
 以上が 2004 年までの富士通における成果主義の事例である。富士通の成果主義には 3
つのポイントがあった。それは、部門ごとの目標作成と個人へのブレイクダウン、評価結
果の賞与額および昇給額への反映、裁量労働制の導入、の 3 つであり、いずれも従業員の
モチベーションを高め、不調に陥った業績を回復させるために導入されていた。しかしな
がら、その期待とは裏腹に、モチベーションの減退が生じてしまった。その原因は、従業
員の相対評価、裁量労働制、降格制度の不備の 3 つにより説明されていた。 
 まず、相対評価に関しては各従業員が目標を達成したとしても、その後の評価委員会で
評価が下げられてしまうため、目標達成へのモチベーションは下落してしまったのである。
また、この評価委員会に関連して、フィードバックの不備や評価プロセスの不備によるモ
チベーションの低下も指摘された。次に、裁量労働制については、優秀な人材とその他の
人材の二極化を招き、両者のモチベーションの低下に繋がった。これは裁量労働制ととも
に従来の時間外給付を残しておいたことから生じてしまったと言えよう。つまり、時間外
給付があるから成果を出すことではなく長時間残業することを志向する従業員が出現し始
め、優秀な人材が高い成果を出しても報酬の格差が明確にならないことから、引き起こさ
れたものだと言える。最後に、降格制度の不備は、城（2004）に富士通成果主義最大の欠
陥とまで言われるほどの失策であった。そこでは、従業員のモチベーションを高めるため
の切り口として「降格への恐怖」と「昇進への期待」を提示し、降格制度の不備が、中高
年層から前者を、若手からは後者を奪ったことにより、それぞれのモチベーションは低下
していったと説明されている。 
 このように富士通の成果主義はモチベーションの向上に資するようなものではなかった。
しかし、ここで指摘された問題点をつぶしていくことにより、成果主義の適切な運用が図
れるのではないだろうか。なお、富士通の 2013 年度の社会環境報告書によれば、現在も
昇給・昇格に際しては業績と連動させていることが伺える（富士通（2013））。現在の成果
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主義制度の詳細については分からないが、ここで挙げられた問題点を把握したうえで、ど
のような変化が起きているのかについては非常に興味深いところである。 
 
第 5 章 成果主義ケース紹介③導入後縮小事例 
第 1 節 成果主義を導入後に縮小した事例を取り上げる目的 
 まず、本章において、導入後に成果主義を縮小させた企業のケースを取り上げる目的を
説明する。この目的とは、成果主義のメリットやデメリットをより明確に浮き上がらせる
ことである。なぜ成果主義のメリット・デメリットをより明確にするために、このような
ケースを参照するのかというと、取り上げるケースにおいて、一度は成果主義にメリット
を感じ導入した企業が、机上の空論ではなく実際に体験したことにより感じた問題点をも
とに変更した人事制度を知ることにより、導入時には想定できていなかったデメリットや、
それでもなお存在するメリットを知ることが出来ると考えたためである。 
 ここで、「それでもなお存在するメリット」とは、成果主義を人事制度の中で維持する理
由と言ってもよい。つまり、次節以降で紹介する事例においては成果主義の要素を完全に
廃止してゼロにするのではなく、一部を成果主義ではなくするという、言い換えれば成果
主義のウェイト付けを軽くするという手法を取っており、それは成果主義にメリットを感
じるポイントがあるということの証左である。そこで、その点を明らかにすることで、よ
り明確な成果主義の特徴を把握できると考えている。 
 次に、今回のケースで丸紅を取り上げる理由について説明する。丸紅は、報酬を職責・
役割ベースから能力ベースに転換したことから、本章の目的である「成果主義のメリット・
デメリットの明確化」が図れると考えたことが一点である。また、もう一点としては、人
事制度改革の根幹には「人材の成長」を促したいとの考えがあるため、報酬制度改革によ
る人材育成への貢献についての示唆が得られると考え、本章において丸紅を参照すること
にした。 
 
第 2 節 丸紅株式会社 
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第 1 項 丸紅の人事制度の概要20 
 丸紅株式会社（以下、丸紅とする）は 2011 年に人事制度の改革を行った。これは、
2010~2012 年度の中期経営計画である「SG-12」に基づいて実施された。「SG-12」では、
まず会社の基本方針が掲げられ、そのための 4 つの施策が挙げられている。人事制度に関
する施策はその筆頭に「経営主導による人材戦略の推進」として記載されており、人事改
革に対する意識の高さが見て取れる。この施策の中身として「経営環境の変化及びビジネ
スモデルの多様化に対応すべく、社長を議長とする『HR 戦略会議』を設置する。実務を
通じた『経験』を柱とし、『処遇』『研修』と合わせて三位一体の施策を導入し、グループ
を挙げて人材強化に重点的に取り組む。」と記載されている（丸紅（2010）p.9）。これを
まとめたのが以下の図 2 である。 
 
図 7 経営主導による人材戦略の推進 
 
出所：丸紅（2010）p.9 を参考に筆者作成 
 
この図の中心に位置する「HR 戦略会議」は経営層 9 人で構成され、議長は社長が務める
機関である。トップマネジメントが人事戦略の道筋を決定するため、人事施策の展開を迅
速に行うことが出来るようになったという。また、ここでの議論により「現場主導」と「選
                                                   
20 本節においては、労務行政研究所（2013）p.35-48 の記事を基に、丸紅の人事制度を紹
介する。 
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抜」の要素を取り入れることになったという（労務行政研究所（2013）ｐ.37）。これらは
特に「経験」重視の方針をより明確化あるいは具体化したものであると考えられる。まず、
「現場主導」については、丸紅には「現場で鍛えられて苦労した人が成長する」という考
え方が基本にあるため（同 p.38）、その点をより強調していると考えられる。また、「選抜」
については、後述するが「経験」を積ませる対象をより厳選していく方針を明示していこ
うとしていると考えられる。 
 そこで、以下では「経験」「処遇」「研修」について具体的な施策を見ようと思うが、そ
の前に 2011 年の改革以前の人事制度について簡単にまとめておく。 
 
 まず、丸紅は 2000 年に、従来の制度21に以下のような問題点が発生したため、成果主義
的人事制度へと舵を切った。その問題点とは、「会社に対する貢献度と処遇の不一致」や「職
能資格等級による人員配置の制約」といったものであった（同 p.35）。これらに対処する
ために 2000 年に導入した人事制度のポイントは以下の 4 点である（同 p.38 図表 2 参照）。 
 
・「グレード」の導入 
・成果評価システムの導入 
・「時価主義」を徹底した報酬体系へ 
・制度内容をオープン化 
 
これらの目的は以下の通りであった。まず、1 点目の目的は、従来の一般的な職能資格を
「グレード」として大くくりにすることで、適材適所の配置や若手の抜擢を可能にし、人
員配置の制約を克服することである。次に、2 点目および 3 点目の目的は、貢献度と処遇
の不一致を減尐させることで、成果向上に対するモチベーションを高めることにあった。
すなわち、評価項目を「成果評価」にまとめることや、「基本報酬」と「変動報酬」からな
る年俸制を導入し、個人の成果を大きく反映させることで、「グレード」や「バンド」が低
くても大きな成果を挙げれば、高い報酬が得られる仕組みを設けた22。そして、4 点目の
目的は透明度の高い人事制度の構築であった。 
                                                   
21 ここで、従来の制度とは、一般的な職能資格制度を指す。具体的には、等級ごとに就く
ことのできる役職が決まっており、評価は、資格・給与を決める「能力評価」と賞与を決
める「業績評価」の 2 本立てになっていた（労務行政研究所（2013）p.37 図表 1 下段） 
22 ここでは、このような成果を報酬により連動させる仕組みを「時価主義」としている。 
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 次に、丸紅は 2004 年と 2006 年にも人事制度改革を行っている。その骨子は管理職層に
対して職責・役割ベースの報酬体系の導入であった。この改革の要因として、当然 2000
年の改革が影響している。まず、2000 年改革における成果としては、若手の抜擢やモチベ
ーションの向上に効果が認められたという。しかし、一方で以下のような課題も考えられ
るようになった。すなわち、業績悪化時に従業員の意識を高めるために成果評価一本にし
たが、業績の回復とともに長期的な成長を志向する余裕が出てきたため、短期的な成果以
外も評価する必要が出てきたのである。また、従業員間の競争を促したものの、マネジメ
ントの要職については、取り扱う金額も大きく、責任も重くなるため、職責に合った処遇
を行うべきとの議論もなされるようになった。 
 そこで、まず、資格制度については、職責・役割の大きさによって 4 つの「グループ」
を設定し、ポストによって基本報酬が変わるようにした。評価制度では、コンピテンシー
評価を導入することで、成果評価一本という形を維持しつつも、従業員の意識が短期的な
成果へ偏ることを牽制した。なお、この短期的な視野を牽制するために、成果評価の基本
報酬への反映の仕方にも工夫を加え、過去 3 年間の評価結果の累積を基準として利用した。
単年度の評価を直接反映させないことで年ごとの報酬のブレ幅を抑え、より中長期的な視
点を持って働くことのできるようにしたのである。 
 また、2000 年の改革では、成果に対する処遇の違いを明らかにするために評価ランクの
分布規制を設けていたのだが、尐数精鋭の組織を志向していく過程で、杓子定規に低い評
価を付けていては、付従業員のモラールダウンを引き起こすとの見方があり、この分布規
制も変更した。2000 年に導入した分布規制は「上方評価 a%、中位評価 b％、下方評価 c％」
という具合の評価ランクを設けていたが、これを止め、平均点方式を導入し、部署ごとの
平均点が中位評価に納まっていれば、大きな差を付けるか否かは部署ごとの判断によって
も良いとした。 
 以上が、成果主義導入以降、今回の 2011 年改革までに行われた人事制度の改革の概要
である。これらを踏まえたうえで、今回の改革について「経験」「処遇」「研修」の 3 つに
ついてそれぞれ見ていくことにする。 
 
 まず、2011 年改革の柱である「経験」について紹介する。この「経験」施策については、
J グレードと呼ばれる、入社 8 年目までの若手総合職とリーダー人材の２つに焦点を当て
ており、その内容は以下のようにまとめられている。 
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 まず、若手総合職については「環境の変化やビジネスモデルの多様化・グローバル化に
対応できる人材を『早く』『大きく』育成する」（同 p.40 図表 7）ことを目指し、以下の 2
つが制度化された。その 2 つとは、 
 
・海外経験の必須化 
・最前線の現場経験の促進 
 
である。まず、海外経験の必須化については、駐在員、トレイニーあるいは語学研修生の
いずれかの形で海外を経験することを、入社 2～7 年目の若手に課した。ここで、同社の
総合職は 4 人に 1 人が海外に駐在しており、けっして海外経験が乏しいというわけではな
い。しかしながら、あえて今回の人事改革の柱の一つとして海外経験の必須化を挙げたの
は、事業展開の迅速化に合わせて若手にも、より早い成長を促すために発破をかけようと
いう意図があると言う。 
 また、最前線の現場経験の促進とは、事業会社への出向や社内出向23等により現状と異
なる部署での経験を促進することを意味しており、他部門への異動の際には、営業部門と
コーポレート・スタッフ部門との間でローテーションを行うことを基本としている。事業
部門制を採用している同社では、一定クラスに至るまでの人事異動に関する原案を各部門
が作成するため、基本的には一つの部門内でキャリアを積上げることが一般的となってい
る。このキャリアの進め方には意味がある。それは、多岐にわたる事業分野のそれぞれの
プロフェッショナルになることが従業員には求められており、他の営業部門への異動は過
去の知見が活かしにくく、かつ本人の成長にも繋がりにくいため、このようなキャリア形
成が採られているのである。今回の改革で促進しようとしている「異なる部署での経験」
とは、このような異なる営業部門間での異動ではなく、先にも述べたように、営業部門と
コーポレート・スタッフ部門との間での異動であり、全社的な視点も持つことが出来るよ
うな成長に繋がる「経験」を想定している。具体的には、食品部門からエネルギー第 1 部
門への異動ではなく、食糧部門から本社財務部への異動のような形を想定しているのであ
ろう。 
 次に、リーダー人材に対しては、「将来の部門・部を担う部長経験後の部門長候補者、課
                                                   
23 社内出向とは、現在所属している部門に籍を置きながら、一定期間他部門で業務を経験
させることをいう。 
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長経験後の部長候補者を選抜の上、これまでのキャリアとは異なる環境での経営経験を積
ませることで、次世代の経営を担う強いリーダー人材を養成する」（同 p.40 図 7）ことを
目指している。ここで、同社が重視しているのは、育成対象の「選抜」を行うことである。
そして、その選抜された人材に対して集中的に「経験」の機会を提供し、リーダー人材と
しての能力を養成しようと言うのである。また、ここでいう「経験」の機会とは、選抜さ
れた人材がこれまで歩んできたキャリアとは異なる環境での経営経験のことを意味してお
り、ひとつの事業内容しか知らないという事態を招かないよう、全社的な観点から異動を
進めていくとしている。これを通じて、グループ企業も含めた次世代の経営者層の一員に
育てあげようとしているのである。 
 以上が、2011 年改革の柱である「経験」施策の概要である。この｢経験｣を重視した考え
を実現するために、「処遇」や｢研修｣の制度を整備し直したと見ることが出来るため、以下
では、｢経験｣に対する考え方を踏まえつつ、残り二つの施策の外観を見ていく。  
 
 「処遇」には、｢経験｣の促進に資することが第一の目的として挙げられている。2011
年改革以前は職責・役割と報酬がリンクしていたことから、異動するだけで報酬が減尐す
ることがあり、「経験」のための異動が阻害されるという問題があった。この点を改善し、
中期経営計画を実現するための施策が「処遇」には求められていた。また、2000 年に導入
した評価制度の問題に対応することも目的として掲げられている。なぜなら、評価制度に
よって社内に生じた結果偏重の傾向は、2004 年のコンピテンシー概念の導入によっても覆
すことはできず、また、従業員の高い目標へのチャレンジ意欲の減退や、思い切った評価
を下すことへの評価者の躊躇によって、評価の中心化が生じてしまったためであり、これ
らを是正するような処遇制度が求められたのである。これらの目的を踏まえ、｢処遇｣制度
見直しの際には、以下の 3 点を考え方の基本とした（同 p.44 図 10）。 
 
・「経験」施策の促進 
・選抜的要素の強化 
・新たなチャレンジの促進 
 
 第一の目的を達成するために、2011 年改革では、管理職層における職責・役割による処
遇を廃止した。そして、能力に応じて報酬が決まるシステムにすることで、よりダイナミ
46 
 
ックな人事異動・ローテーションを可能にしようとしている。そもそも、職責・役割に応
じた処遇の決定は、適材適所の配置を阻害したり、部門の次世代のエースを結果が出るま
で我慢して起用するなどといった処遇がやりにくいといった課題があった。これらの課題
を解決するために、資格制度も評価制度も、成果主義を導入した 2000 年よりも前の制度
に近い形になったという。それでは、まず、資格制度について見ていくことにする。なお、
今回の管理職層の処遇が対象になっているため、以下では管理職層の資格制度について見
ていくことになる24。今回の改定では、管理職層を大きくグループⅠとグループⅡに分け
た。ここで、グループⅠとして区分されるのは、「経営幹部としての実力を備えた者」であ
り、例えば、部長や部門長のような「部門の経営を担う人材」をイメージしているという
（同 p.44）。管理職のうち、グループⅠ以外の者がグループⅡに位置づけられる。この区
分は各部門がグループⅠの候補者を選抜・推薦し、最終的にトップマネジメントが決定す
る。また、各グループには、報酬額を決定する「バンド」というものが設定されており、
グループⅠには 4 つのバンド、グループⅡには 11 個のバンドが用意されていて、バンド
によって報酬額は変わってくる。図 8 はこの制度のイメージ図である。 
 
  
                                                   
24 なお、「総合職の人員構成は、参与：5 人程度、グループⅠ：200 人強、グループⅡ：
2000 人程度、J グレード：1000 人弱」となっている（同 p44 図表 11 の注 3）。参与とは、
今回の 2011 年改革で新設された役職で、管理職層の上に位置づけられる。  
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図 8 管理職層の資格制度のイメージ図 
 
出所：労務行政研究所（2013）p.44、p.37 図表 1 を参考に筆者作成 
 
各人のバンドは従来通り、過去 3 年間の評価結果の累積に応じて毎年変動する。なお、通
常は 1 段階の変動であるが、良い評価が累積された場合には 2 段階上がることもあるとい
う。また、下位のバンド程、上昇が容易であり、バンドが上位になるほど維持・上昇が困
難になる仕組みになっている。 
 次に、管理職層の評価制度について見ていく。評価制度は、個人業績評価とコンピテン
シー評価を組み合わせて用いている。まず、個人業績評価についてであるが、これは、翌
年度の賞与にのみ反映させる。つまり、中長期的な処遇に反映させないことで、従業員に
新たなチャレンジの意欲を持たせ、評価者にメリハリのある評価を付けやすくさせたので
ある。次に、今回から独立させたコンピテンシー評価であるが、これは、業績を創出する
ための行動の中で発揮された能力を評価するもので、基本報酬の改定や人材の抜擢に利用
する。さらに、これら 2 つの評価に際して、評価ランクの分布規制を復活させた。これは、
評価の中心化を招く平均点方式では、メリハリのある評価が行えないと考えたためである。 
 なお、報酬の決め方は今回の改定では特に変更はされておらず、依然として成果主義的
な要素が残っている。とはいっても、基本報酬を決定する処遇制度に変更が加えられたた
め、その分、成果主義的な要素は薄まったと言えるだろう。同社では、若手も含む全総合
職に年俸制を導入しており、バンドにより決定される基本報酬と、変動報酬と呼ばれる賞
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与から構成されている。このうち、変動報酬は次の計算式により算定されている。 
 
「変動報酬＝基本報酬×変動報酬基準比率×個人業績評価反映率(±組織業績反映額)」（同
p.46 図表 13） 
 
このうち、変動報酬基準比率には以下の目的があるとされている。すなわち、「中期経営計
画が社員の共有する目標として強く認識され、目標達成へのドライブになること」および
「会社業績に基づく変動報酬基準比率のイメージをあらかじめ明示し、報酬面での社員の
納得性及びモチベーションを高めること」である（同図表 13）。また、組織業績評価も反
映することに関しては、以下のような目的があるという。すなわち、「個人評価制度では反
映しきれない部門・ユニット間の業績の違いの是正・補完」および「会社として重視すべ
き経営方針の浸透と施策の実業績向上に対するモチベーション向上」、「組織の一体感醸成」
である（同図表 13）。これらは、同社の変動報酬が、成果主義のメリットである、従業員
のモチベーション向上を引き出すためのインセンティブシステムであることを示唆してい
ると言えよう。 
 以上が「処遇」の面での改革の概要である。従業員が様々な「経験」を積むことが出来
るように職責・役割ではなく能力をベースとした資格制度を設け、「経験」を積む際に重視
していた「選抜」のためにコンピテンシー評価を独立させた。また、一方で成果主義によ
るモチベーションの向上を引き出すためのインセンティブシステムとしての報酬制度を維
持しつつ、同社の従来の成果主義システムの限界を解消するため、個人業績評価の扱いを
変動報酬である賞与に限定させた。成果主義的処遇を推進してきたこれまでの経緯と対比
させると、2011 年改革の最大の変更点は、これら「処遇」に関することであったと言える
だろう。 
 
 最後に、「研修」に関して見ていくことにする。「研修」では、「経験」で強調されていた
｢現場の重視｣と「選抜」の面から施策が強化されている。まず、現場の重視という面では、
部門別研修の強化が図られており、より現場のニーズに合ったプログラムになるよう人事
部のサポートがなされている。また、選抜の面からは全社研修の改定が挙げられる。これ
は「経験」において重要視されたリーダー人材の教育に際して最も顕著に表れており、新
設された「次世代経営者マネジメントスクール」は選抜された者しか受講できないプログ
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ラムとなっている。また、若手を対象とした研修も強化され、必須プログラムが従来より
も拡大している。 
 以上が、2011 年改革における「研修」面での改革である。「処遇」と比べると、非常に
あっさりしているが、やはり「経験」の考えかたを基本に施策が実施されているという様
子が伺えたと思う。なお、2013 年に発表された 2013～2015 年における中期経営計画
「GC-15」において、引き続き、人材強化が重要な施策として提示されているが、SG-12
と異なっている点がある。それは、「経験」に加え「研修」にも、特に焦点を当てて取り組
むとされている点である。このことから、今回見てきた 2011 年改革では、相対的に「研
修」制度への対応は抑え気味だったのではないかと考えられる。そのため、「研修」につい
ては、今後の動きに注目したい。 
 
第 2 項 丸紅の事例まとめ 
 以上、丸紅が 2011 年に行った人事改革を見てきた。この改革は中期経営計画に基づく
もので、トップマネジメントによる経営戦略の一環として行われたこともあり、大きな方
針転換が行われたにもかかわらず、従業員に概ね好意的に受け入れられたという（労働行
政研究所（2013）p.46）。このことから、人事改革にあたってはトップマネジメントの積
極的な関与・主導が重要であることが伺える。この大きな方針転換とは、言うまでもなく
10 年近く推進してきた成果主義的｢処遇｣の見直しのことである。つまり、職責・役割に基
づいた資格制度から能力ベースの資格制度への変更と、評価の成果評価一本から個人業績
評価と能力の二本立てへの変更こそが、今回の人事改革の要点であったと言えよう。そし
て、今回の「処遇」制度の変更は、人材強化の柱であった「経験」の要望に応えるものだ
ったことから、「処遇」の変更は人材強化に資するものであるという示唆が得られたように
思う。また、「経験」という、いわば今回の人事改革の戦略があるおかげで作るべき人事制
度が明確になったことからも、先ほどのトップマネジメントの積極的な関与とともに人事
改革の際には、人事制度をどのようにしたいのかという戦略を設定しておくことも重要で
あろう。 
 ここで、今回の改革の要点であった「処遇」制度について取り上げて、変遷についてま
とめておく。まず、業績の悪化を背景に、従来の職能資格制度に限界を感じ成果主義を導
入したのが 2000 年であった。その課題とは「会社に対する貢献と処遇の不一致」と「人
員配置の制限」であった。そこで、前者の改善のために「成果評価」と「年俸制」を導入
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し、後者の改善のために「グレード制」を導入した。つまり、前者の改善のために評価と
賃金にまつわる制度を変更し、後者のために処遇制度の変更を行ったという形である。さ
らに、前者による処遇の違いを明確に示すために、評価の分布規制を設置していた。また、
この新制度の透明化を図るため制度内容についてオープンにした。この結果、若手の抜擢
やモチベーションの向上といった効果が表れたという。しかし、新たな課題として「中長
期的な視野の欠如」と「マネジメント層の職責に見合った報酬制度の要求」が登場するこ
とで、2004・2006 年の改革が行われる。そこで、前者の改善のために「成果評価にコン
ピテンシー評価を導入」・「報酬に反映させるのは 3 年間の累積評価」といった変更を加え、
後者のために「職責・役割基準の処遇」を導入した。また、評価に関連して分布規制を止
め平均点方式を導入することにした。これは、分布規制により従業員のモラールダウンが
起きてしまったため、これを防ぐための処置であった。そして、これらを受け 2011 年で
は、評価と処遇制度に変更が加えられた。まず、評価は「コンピテンシー評価の独立」と
「個人業績評価の反映を賞与に限定」という措置が取られた。前者は能力を評価するため
に用いられて、後者は「新たなチャレンジへの意欲を引き出すこと」と「メリハリのある
評価を実現させること」が目的であった。また、このメリハリのある評価の実現のために、
評価の分布規制が復活している。次に処遇制度についてであるが、「経験」を促進するため、
より柔軟な人員配置を可能にする必要があり、そのため、職責・役割ベースを止め、能力
主義を復活させたのである。 
 以上が丸紅の「処遇」制度についての変遷であった。この「処遇」制度こそ本論文のテ
ーマである報酬制度に当たる部分であるため、この分野について次の章で富士通の事例と
ともに考察し、現代日本企業の人事制度に貢献できるインプリケーションを示したいと思
う。 
 
第 6 章 各種事例の考察 
 本章では、上記二つの事例を比較して考察する。両者とも成果主義の導入の背景に業績
の悪化があった点は共通している。しかしながら結果として、富士通は成果主義の運用に
失敗したこともあり業績が悪化したが、丸紅はうまく危機を脱することが出来た。このこ
とから、成果主義は業績回復に関係ない、ということも出来るだろう。しかし、この点に
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ついて別の見方をすることも出来るように思う。丸紅は、業績の悪化から抜け出し立ち直
るとすぐ、中長期的な成長を重視するべく、評価・賃金制度の改訂を行った。丸紅の人事
部はインタビューで、業績の悪化時には成果評価によって結果を出すことが重要であった
と述べている（労務行政研究所編集部（2013a）p.48）。成果主義はその性格から短期的な
視野が問題視されることがあるが、逆にいえば、劇薬として短期的な業績を生み出すこと
には貢献できるのではないだろうか。もちろんその際には、経営者に適切な市場戦略があ
ることが必要ではあるが、環境が整えば、戦略の実現に貢献できるだろう。また、丸紅で
見られたように、中長期的な成長を実現するには向いていないように思われるため、成果
主義を一度導入したからと言ってそこに固執することなく、企業自らの置かれている状況
に合わせて、柔軟に人事制度を変更することが大事になると考えられる。 
 また、成果主義を導入するに際しては、モチベーションの向上が期待されているが、富
士通においては、それが上手く果たせなかった。そこで、以下では、丸紅の事例などと比
較しながら、モチベーションを引き出すための方策を考えていきたい。まず、富士通のモ
チベーション減退の原因の一つ目である相対評価についてであるが、これは人件費の総額
に制約がある以上、分布規制に基づく相対評価はやむを得ないところがある。これは、丸
紅でも評価の分布規制により、従業員のモラールダウンが生じてしまったことから、富士
通だけの問題ではないと言えよう。しかし丸紅のように、平均点方式を導入しても、結局
メリハリのある評価を行えなくなってしまうため、評価のほかの部分に手を加えるべきで
あろう。本論文では紹介できなかったが、ソフトバンク株式会社（以下、ソフトバンク）
では、成果主義を導入しており、富士通同様評価に際して、評価者会議が設定されている
が、富士通と異なり、評価者会議には従業員と面談した直属の上司が出席し、他の評価者
と議論を交わす。その結果、分布規制に当てはまるよう評価結果が変わることもあると言
うが、それでもソフトバンクの従業員の制度への納得度は高いという。（労務行政研究所
（2013c））。これは、富士通と異なり、直属の上司が評価者会議に出席し、結果の最終決
定のプロセスを知っているため、フィードバックが可能である透明性の高いシステムにな
っているためであろう。そのため、成果主義を導入した場合、成果評価に際しては直属の
上司が最終決定の場にいられるようにし、従業員にフィードバックできる環境を用意する
ことが必要であろう。 
 次に 2 点目の裁量労働制によるモチベーションの低下に対しては、従来の時間外給付を
なくすべきであろう。そもそも、時間外給付は時間と成果が連動するような仕事に携わる
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労働者に対して支払われるべきものであるが、現代の日本企業におけるホワイトカラーの
仕事は、時間に比例するような仕事は尐ないと考えられる。そのため、時間外給付を残す
という中途半端な導入の仕方をせず、裁量労働制を徹底すべきなのではなかろうか。これ
は、丸紅の人事改革がトップマネジメントの強いリーダーシップによって断行できたよう
に、はっきりとしたビジョンを示すことが重要なのである。もちろん、従業員の働き方は
職場や職種、業種等によっても異なり、裁量労働制の適用が合わない場合もあるだろうが、
その場合には適宜柔軟に制度変更をすればよいのである。 
 最後に、富士通の最大の欠陥とまで言われた降格制度であるが、これもまた導入すべき
であろう。労務行政研究所編集部（2013c）によれば、「等級（資格）の降格制度」を実施
している企業は 35.5％しかないという（p.53）。しかしながら、富士通の成果主義につい
ての記述の中で述べたように、降格制度の不備はモチベーションの減尐に多大な影響をも
たらす。そのため、降格制度に関しては、ぜひ人事制度として導入すべきであると考える。
降格制度によって対象となりそうな人々は心配するかもしれないが、これも丸紅にならっ
て、降格の判断に用いる評価の基準を 3 年間の累積のものを使うようにすれば、たとえ一
度、低評価を受けたとしても回復する機会があるため、「降格への恐怖」によってモチベー
ションを大いに引き出すことが出来るであろう。また、降格制度があることで、若手にも
成果次第で先輩を抜くことが出来るため、「昇進への期待」によるモチベーションを引き出
すことが出来ると考えられる。 
 以上が成果主義を導入・運用する際に、注意すべき事項とその解消法である。この点に
注意して成果主義の報酬制度を運用することで、成果主義のメリットを享受でき、現代日
本企業の抱える課題である、「従業員のモチベーションの向上」を解消できるであろう。ま
た、もうひとつの「賃金制度（評価制度を含む）の改善」という課題についても、以上の
点に注意しながら現在実施している成果主義報酬制度を企業の置かれた状況に即して、柔
軟に変更することで、解消することが出来るであろう。 
 
第 7 章 むすび 
 本論文では、現代日本企業の抱える人事上の課題の解消に貢献することを目的として、
議論を進めてきた。なぜ、人事制度について論じたかと言えば、企業の有する経営資源の
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うち企業にとって最重要となる資源はヒトであり、その管理はトップマネジメントにとっ
て大きな関心事であると考えたためである。そこで、次に現代日本企業はどのような点に
人事上の課題を感じているかを探るため、人事関係の各種アンケート調査のレビューを行
った。その結果、「次世代幹部候補の育成」、「優秀な人材の確保・定着」、「従業員の能力開
発・キャリア開発支援」、「賃金制度（評価制度も含む）の改定」、「従業員のモチベーショ
ン向上」の 5 つが企業において課題であると認識されており、本論文ではこれらを「従業
員の質の確保」と「報酬制度の改定」の二つに区分けした。そして、本論文では現代日本
企業の人事上の課題が、この二つであると認識するとともに、このうち、「報酬制度の改定」
を本論文の議論の対象として設定した。また、アンケート調査からは日本企業の人事制度
への現状の取り組みを見ることが出来た。特に、広く浸透した成果主義的な賃金・処遇が
今後さらに進展していくであろうという方向性が見られた。そこで、本論文においては、
「報酬制度の改定」、特にあるべき成果主義的報酬制度を模索することで、現代日本企業の
抱える人事上の課題の解消に貢献することを目的とした。 
 そこで、まず報酬制度と成果主義の概要について先行研究からいわれていることをレビ
ューした。その際に報酬制度とは、単に金銭的報酬である賃金制度のみを扱えばよいので
はなく、昇進などの処遇制度や報酬のベースとなる評価制度などの非金銭的な報酬につい
ても考える必要があるということを確認した。また、報酬制度についてはモチベーション
を引き出すインセンティブシステムとしての特性が備わっていることについても触れた。
そして、成果主義については、先行研究より、活動の成果を評価し、期間を置かずに賃金
や処遇といった報酬に反映させるもので、その評価は客観的かつ透明度の高いものである
必要があると考えた。また、その導入においてはモチベーションの向上に資することを期
待されてはいるが、様々な問題点を指摘されているため、その指摘に当たらないような制
度作りをすべきであると考えた。 
 次に、成果主義を導入した企業の事例、その中でも失敗した企業と導入後に後退させた
企業を見ることにした。なお、それぞれ富士通と丸紅の事例を紹介した。富士通は失敗例
として挙げたわけだが、そのわけは、「従業員の相対評価」、「裁量労働制」、「降格制度の不
備」を原因とした従業員のモチベーションの減退があったためである。また、丸紅は成果
主義を導入した後にその成分を薄めた事例として紹介した。丸紅は 2000 年に成果主義人
事制度を導入してから、自らの置かれた状況に即して柔軟に制度の変更を行ってきており、
2011 年の人事改革では、成果主義と結びつきの強い役割・職務制度を止め能力を基準とし
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た処遇制度へ戻した。 
 そして、このような両者の事例をもとに現代日本企業が抱える課題である「報酬制度の
改定」、つまり「賃金制度（評価制度も含む）の改定」、「従業員のモチベーション向上」の
解消に資する注意すべき点を提示した。まず、両者の共通点である導入時期に着目し、そ
の明暗について分析した。すなわち、両者はどちらも業績悪化時に成果主義を導入してい
るが、富士通は業績の改善は果たせなかったものの、丸紅は危機から脱することが出来た。
この点について、丸紅の柔軟性とトップマネジメントによる明確なビジョンの提示こそが
人事制度変更時に重要な要素であると指摘した。次に、富士通の事例を批判的に検証する
ことで、成果主義、さらには報酬制度に期待される「モチベーションの向上」に資する制
度を作る際に注意しなければならない点を述べた。まず、「相対評価」をなくすことは現実
的に難しいと考えられることから、評価する際のシステム作りに着目し、従業員の直属の
上司である評価者が評価者会議に出席し、被評価者に評価のフィードバックの行える透明
度の高い制度の構築が必要であると論じた。次に、「裁量労働制」によって生じるモチベー
ションの低下に関しては、従来の「時間外給付」の制度を併用する中途半端な改革が問題
であったと考え、「時間外給付」を廃止すべきであると考えた。最後に、「降格制度の欠陥」
であるが、終業員のモチベーションを上下する制度であるにもかかわらず、依然として導
入していない企業が多数である。そのため、今後の人事制度の改善策のひとつとして、降
格制度を企業に入れるべきであると考えた。 
 以上のように、最終的には事例をもとに、現代日本企業の人事制度の問題点の解消方法
について、「報酬制度の改定」とくに成果主義の観点からいくつかのポイントを示すことが
出来たように思う。ただし、本論文では、課題のうち、「従業員の質の確保」について論じ
ることが出来なかったがため、この点については、今後の研究対象としたい。  
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